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教育講演４ 「次世代へＬｉｎｋ」～たすきをつなぐ、先達からのメッセージ～

EL4 「次世代へＬｉｎｋ」　～たすきをつなぐ、先達からのメッセージ～

一般社団法人日本救急救命学会

中川　貴仁

　2014（平成26）年、一般社団法人日本救急救命学会の
前身である日本病院前救急救命学会が設立された。そ
の数年前から全国各地の救急救命士有志が集い、救急
救命士の学会設立に向けて研究会の開催や組織体制準
備を重ねてきた。救急現場で働く救急救命士（救急隊
員）でしか知りえない現場で起こる事実を蓄積しそれら
を研究して論文化することが重要であるという考えの
もと、「救急現場学（仮称）の学問構築」と「救急救命士の
自律（プロッフェショナルオートノミー）」、この2点を
純粋に追求する組織を築くことを目的とした。決して、
救急救命士の職域拡大に向けた法律改正への働きかけ
等の職能団体や圧力団体的な要素を一切排する組織で
あることを前面に掲げた。
　全国で7万人を数える救急救命士は、当初、消防・警
察･海上保安庁や自衛隊等に代表される公安職として勤
務し、病院前救急救命がその主戦場であったが、地方
公共団体の一般職への採用や民間企業においても医療
や教育の場を中心に採用が拡大してきたこと、公安職
として勤務する救急救命士も定年退職後に民間企業へ
再就職する者も散見されてきたことから「救急救命士」
の資格を有する者を正会員として、一同にテーブルを
囲み結集して社会へその成果を発信し続けることが求
められている。
　今、救急救命士を取り巻く環境は目まぐるしく変化
を続けている。もしかすると、過去の経験や方法だけ
では解決できないことのほうが多いのかもしれない。
だからと言って、過去のデータの蓄積が不要かと言っ
たらそうではないことは言うまでもないだろう。新人
救急隊員であったころ、「一つとして同じ救急現場はな
い」と指導を受けた記憶が少なからずあるのではないだ
ろうか。新しく起こったことに対して、過去の類似し
た何件もの経験を踏まえ、新しい知見をそれに加えて
対処していくことが救急救命士のフィールドでは求め
られてくる。文字にすると困難なことのように見える
が、救急隊として活動する中で皆さんが日常当たり前

のように実践されていることである。「日常で当たり前
に実践している」そのことを、救急救命士全体で蓄積し
て後世へと繋いでいきたいと考えている。本講演で統
計解析を始めることや学位を取ることが第一歩である
ようなことを述べるつもりは全くない。救急救命士が
それぞれの立場から、学問構築と自律に向けた活動を
行なう重要性を伝えたい。
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総合討論 「Ｌｉｎｋ　救命への思いをつなぐ」～平和を願う街ヒロシマから～

GD-1 消防機関と医療機関の連携について 
～「救命への思いをつなぐ」ために大切なもの ～

広島市消防局

三島　智隆

　救急現場活動における、医師からの指示・助言といったオ
ンラインメディカルコントロールにおいて、聴覚のみの情報
伝達では限界があり、消防機関と医療機関との間で全ての情
報を共有することは困難である。
　救急隊から医師に対しては、「プロトコルを把握していな
い。」「理解できない指示がある。」という意見があり、医師から
救急隊に対しては、「プレゼンテーション能力がない。」「何を
言っているのかわからない。」「連絡時と収容時のバイタルに差
がありすぎる。」といった意見があり、互いのストレスになっ
ているのが現状である。
　各消防本部及び、各圏域のメディカルコントロール協議会
は、傷病者を救急現場から医療機関へ搬送するまでの間に、
救急救命士が行う救命処置等の質を医学的観点から保証する
ため、医師による指示・助言が行える体制を整備し、消防機
関と医療機関は互いにこの体制を理解し連携して、病院前救
護にあたらなければならない。
　オンラインメディカルコントロールは、常時性、迅速性、
適切性を必要とし、救急現場活動に直結する。救急隊から医
師への正確な情報伝達と、医療機関による適切な、指示・助
言といったサポートがなければ傷病者が不利益を被る。現に

そのことにより事故が発生していることは記憶に新しい。こ
の事故は、全国どこにでも起こりうる事実として真摯にとら
え、圏域メディカルコントロール協議会では、オンラインメ
ディカルコントロールの円滑化に向けた取り組みを実施した。
　この取り組みを通じて、「救命への思いをつなぐ」ために大
切なものとは何かを議論する一助とさせていただきたい。

《主な取組み》
１　メディカルコントロール体制に携わる医師の理解と協力
　　実際に医療機関おいて受け入れ、指示、助言をする医師
に対し、メディカルコントロール体制と救急隊員プロトコル
の重要性について、日本救急医学会作成のＤＶＤ視聴による
研修を実施。
２　救急隊の画像伝送を併用した、プレゼンテーション能力向上
　　実際の病院連絡の音声を分析し、現場活動する救急隊員
と病院連絡について検討を重ね、画像を併用としたプレゼン
テーション能力向上についての研修を実施。
３　傷病者申送り票の様式の県内統一化
　　県内の申送り票を統一し、各病院、ドクターへリにもそ
の様式を使用するよう調整。

GD-2 救命への思いをつなぐ 
～東京消防庁救急機動部隊の活動を通じて～

東京消防庁

福井　元

東京消防庁における2022年の救急出場件数は、9月30日現在、
約64万7千件で前年同時期と比べ約10万件、また過去最多の
2019年同時期と比べ約3万件増加しており、年間の救急出場
件数は過去最多（2019年:約82万5千件）を更新する見込みであ
る。新型コロナウイルス感染症の流行第7波では、当庁の救
急隊出場率が昼夜を問わず100％に迫る日が連続し、救急活
動時間が延伸し、医療機関選定困難事例も多発することで、
傷病者やその関係者のみならず、救急隊員のストレスは甚大
なものとなった。予測を遥かに超える救急需要により、部隊
運用できる救急小隊が枯渇し、傷病者のもとに到達するまで
時間を要し、加えて搬送先の医療機関が決定しないという事
実は、傷病者の救命と苦痛の軽減を目的としている救急隊員
にとっては耐え難いものであった。
救急隊員は、過酷な救急現場においても、危機的状況にある
傷病者を常に救いたいと考え行動している。この思いをつな
ぐためには、救急隊員の力だけでは限界があり、他機関や多
職種との連携により、走りながら最適解を常に見つけていく
ことが極めて重要となる。この混沌とした2022年の夏を東京
消防庁救急機動部隊の部隊長として活動した経験から、「救
命の思いをつなぐ」ために我々に何ができるのか、今後に何

が求められていくのか考えてみたい。
【東京消防庁救急機動部隊とは】時間帯によって変動する救
急需要に合わせて、従来の消防署配置を基本としない救急隊
を機動的に運用し、現場到着時間の短縮を図るとともに、新
興感染症、NBC災害、多数傷病者事故、多言語対応等を目
的に2016年6月17日に発隊した本部直轄の救急隊である。発
隊当初は2隊29名の部隊員構成であったが、2019年10月16日
にセーフシティ「安全安心な東京」をより一層推し進めるた
めに2隊の増隊をおこない、現行は4隊55名となり、「救急需
要対策」「特異災害への対応」「救急隊員の教育指導」を部隊が
なすべき3つの柱に掲げ活動を継続している。新型コロナウ
イルス感染症対応では、所有している陰圧特殊救急車を活用
し、2020年1月に中国武漢から政府チャーター機により帰国
した疑い例等の傷病者搬送に中心的な役割を担い、多数の新
型コロナウイルス陽性者からの救急要請にも対応している。
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総合討論 「Ｌｉｎｋ　救命への思いをつなぐ」～平和を願う街ヒロシマから～

GD-3 現場から院内へ　～病院で働く救急救命士の役割とチーム医療～

社会医療法人近森会近森病院

上總　麻里子、根岸　正敏、井原　則之、橋永　夏美、井上　雄生、池田　廉、宇賀　太地、
市川　政男、野村　菜月、泉　真生、大西　陸
近森病院では、2002年より北米ER型の救急医療を展開し、
軽症から重症まで幅広く患者を受け入れている。そして「す
べては患者さんのために、いつでも、誰でも、どんな疾患で
も受け入れる」をモットーに医師・看護師・救急救命士・クラー
クなど様々なメディカルスタッフが連携し、“救命＝チーム
医療”の精神でよりよい医療を求め尽力してきた。
2007年からはドクターカー運用を開始し、これを契機に高知
県で初めて救急救命士が採用された。当時〝病院で働く救急
救命士″（以下、院内救命士という）は珍しく、その活動場所・
内容に関しての法的解釈も曖昧であった為、医師・看護師と
何度も話し合いを重ね

〝チーム医療の一員として何ができるのか″を日々、模索して
きた。当院のチーム医療には２つのスタイルがあり、リスク
の低い患者さんには一言、二言の情報交換や電子カルテに
のせて効率的に形式知を情報共有する“レゴ型チーム医療”で
対応している。一方、リスクの高い患者さんにはカンファ
レンスですり合わせして暗黙知を情報共有する“もたれ合い
型チーム医療”を行っている。それぞれが専門職として自律、
自働して介入する必要があり、暗黙知のセンス、知識レベル
を高めるため、他職種との勉強会、カンファレンスにも積極

的に参加し日々精進している。
今では救急車への同乗や検査搬送、来院から入院までの患者
受持ち、処置の介助、転院搬送など院内でもできることが増
えてきており、専門職としての立場も確立され『やりがい』に
つながっている。
ドクターカー出動では、現場出動以外に紹介元医療機関への
迎えも積極的に行なっている。紹介元から直接申し送りを受
けることで、情報伝達不足も減り、適切に治療を開始できる
というメリットがある。また出動頻度の高い消防救急車を転
送の為に使わずに済む。高知県は東西に長い地形で、県内に
3ヶ所ある3次医療機関が高知市内に集中しているため高知市
外からの数時間かけた管轄外搬送も多い。そこで院内救命士
が救急車に同乗し、途中まで迎えに行く中継搬送も行なって
いる。これにより消防救急車の管内不在時間軽減につながり、
次の出動に備えることができる。
高齢県である高知では、今後の救急要請件数はさらに増加す
るものと予測されるが、消防機関、医療機関の救急救命士が
互いに協力、連携することで、１人でも多くの命が救われる
ものと考えている。

GD-4 救急隊が地域と繋ぐ、想いのこもったこれからの時代の生命
（いのち）のＬｉｎｋ

医療法人社団親樹会恵泉クリニック

太田　祥一

2000年頃から救命救急センター搬送後に積極的治療を希望さ
れない高齢者が増え始めた。このことが私が高齢者救急に関
心を持ったきっかけだった。現在は、団塊の世代が後期高齢
者になる2025年に向けて構築されている地域包括ケアシステ
ムで、医療と介護の連携が進み、人生会議、ACPも広まり
始めた。在宅療養支援診療所はACPの指針をHPに掲載する
ことが要件となった。このような時代に救急隊に何が求めら
れているのだろうか。訪問診療が主の当院では、人生の最終
段階での救急要請はこの10年で減ったと実感しているが、家
族や高齢者施設の希望による救急要請は当然なくならない。
地域では救急搬送は救搬と略され、状態悪化時の対応の選択
肢のひとつであり、その選択をした際に、それ以上、あるい
はそれから先にどのような選択肢が提示されるかには思いは
至りにくいだろう。元に戻るなら積極的に対応して欲しいと
考えるのが一般的である。超高齢社会になるにつれ、救急隊、
救急医療従事者が考えていることと地域が求めていることと
のギャップは広がっているかもしれない。
このなかで、救急隊が蘇生を中止できるようになったことは
大きな変革である。傷病者の最期の想いを繋げられるように
なった。このように時代とともに救急隊や救急医療も大きく

変わる。
今、高齢者救急の課題を解決する糸口はやはり現場＝地域に
あると思われる。解決方法は、高齢者医療や施設、介護の実
際を知ることから、地域での多職種連携の一員として、皆と
同じ目線で同じテーブルに着く、双方が双方をリスペクトし
て話す、救急隊員の立場から救急要請時や現場でのACPに
ついて考える、等多岐にわたるだろう。団塊ジュニア世代が
高齢化する2040年になると労働力不足の深刻化と社会保障費
増大が予想されている。そのなかで、フレイルの高齢者を救
命し、社会復帰＝元どおりの生活に戻せるようにするために
は、さらに進化し洗練された救急活動が求められる可能性が
ある。
Aiが119番通報トリアージし、自動制御された救急車が街を
走り回り、ロボットともに現場活動する時代に、救命への想
いをつなぐためには、今から、救急隊が今まで以上に幅広い
知識、スキルを身に着け、積極的に地域の他・多機関と理解
を深め、連携を進め、信頼を深めていくことが、将来に繋が
る、想いのこもったLinkのために重要なことの一つではな
いかと思われる。
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総合討論 「Ｌｉｎｋ　救命への思いをつなぐ」～平和を願う街ヒロシマから～

GD-5 救急医療体制をささえるデジタルトランスフォーメーション
と地域救急医療体制の確保

国士舘大学大学院

田中　秀治

　我が国は2030年には65歳以上の高齢者が35%に達し救急搬
送件数の増加により救急搬送体制の維持が困難となることが
予想されている、さらに今回の新型コロナウイルス感染症の
ような特殊感染症のパンデミックの発生や恒常的な広域自然
災害が日本のどこでも発生する可能性もあり、安全安心の
Life Netである地域救急医療体制の確保が望まれる。一方で
救急搬送件数が増加するに従い救急隊員の身体的負荷・精神
的負荷によるストレス増加が問題となってきている。これま
では、救急隊のストレス因子はあまり着目されてこなかった
が、救急隊員をすこしでもながく就労できる環境を構築は極
めて重要である。これまでの研究では、腰痛経験を持つ救急
隊員は54.8%にも達し、このまま精神的ストレスや身体的負
荷の増加が続くと事故発生率の増加に直結することが報告さ
れ早急な対応が求められる。
　解決のための1つの方法は、ベストプラクティスプロトコ
ルの共有である。よい取り組みをしている消防機関の情報共
有を行うことが有用である。さらに、平行して社会生活にも
押し寄せているデジタルトランスフォーメーション（DX）の
波に、救急医療体制も乗せ改善を図ることである。これまで
の数年でWEB活用やIoT技術革新により飛躍的な向上を見て

きたが、さらにデジタル高速化を受けてDXを救急隊活動に
展開することである。たとえば病歴情報やバイタイルサイン
を含めた救急搬送情報を、救急隊と救急医療機関とで連携
することや、救急車の位置情報はNaviや自動運転など救急
車運転の安全性向上、搬送機材の省力化、観察/活動記録は
IoTやRPA を活用した自動記録や音声自動入力・操作により
救急隊活動省力化に資することが可能である。DX化により
身体的負荷を軽減できれば、女性や再任用救急隊員の活用が
可能となり救急隊員を増やすことができ、同時に搬送事故減
少、患者ケアの質向上が期待される。
　さらに、教育にもDXを活用することができる。救急隊員
や救急救命士の養成課程をデジタル化し集合教育をできるだ
け減らし、VRやARの映像技術による、救急救命士現場の
観察・判断能力を維持・向上し、スキルについての集合教育
に切り替えていくことで効率の良い救急救命士養成教育・継
続教育が可能である。また指導救急救命士による高品質な病
院前医療の展開が可能である。2030年までに実現する救急医
療体制のDXについて提案する。
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一般発表１３ 調査・研究

O-13-1 救急現場における意識消失事案についての研究

倉敷市消防局

江川　健太

【目的】令和３年の倉敷市消防局管内における意識消失事案
は２９８件あり、２４件（約８％）が不搬送となっている。ま
た、搬送に至った事案についても、傷病者に主訴がない事案
が１１１件（約４１％）ある。更に意識消失に痙攣や嘔吐、失
禁等の随伴症状がある事案もあり、搬送先の選定や傷病者の
説得に苦慮する事案も一定数存在する。
　この研究では、意識消失事案の中でも入院が必要となる事
案の特徴を割り出すことを目的とする。

【対象と方法】対象は令和３年の当局管内の救急事案の内、
概要に「意識消失」を含む事案から、不搬送事案を除いた
２７４件。対象事案を傷病程度「中等症以上」の８６件（以下、
入院事案）と「軽症」の１８８件（以下、軽症事案）に分ける。
　入院事案と軽症事案を傷病分類、年齢層、男女比、主訴の
有無、嘔気の有無、痙攣の有無、失禁の有無、麻痺の有無、
意識消失時間、収縮期血圧、ＧＣＳの合計点、脈拍の性状（正
常、頻脈、徐脈、不整脈）、顔貌（正常、蒼白、汗［発汗・冷
汗］、その他）について後ろ向きに検討する。カイ２乗検定及
びWilcoxon検定を使用し、P＜0.05未満を有意差ありとした。

【結果】有意差が見られた項目は、入院事案は心疾患（P＝
0.0009）が多く、不整脈（P＝0.01）と顔貌が蒼白（P＝0.02）な傷

病者が多い結果となった。軽症事案は、疾病分類としてはそ
の他（P＝0.0014）が多く、顔貌（P＝0.03）と脈拍（P＝0.01）が正
常である傷病者が多い結果となった。

【考察】入院事案に多く見られた、「不整脈」と「顔貌・蒼白」が
見られた傷病者を追跡すると、不整脈が見られた傷病者の
４０％、顔貌・蒼白が見られた傷病者の２４％に主訴がない
ことが分かった。今回の研究で判明した入院が必要となる傷
病者の特徴は、橈骨動脈の触診と顔貌の観察で判別できるた
め、主訴がない傷病者が救急搬送を拒否するような場合、傷
病者を説得する材料の一つになり得る。また、意識消失事案
においては、「心疾患」もキーワードになることから、心電図
による観察も必須であると考えられる。

O-13-2 バイスタンダーによる除細動例の蘇生成績について

1）京田辺市消防本部、2）京都橘大学健康科学部

吉元　弘1）、杉江　春日1）、平出　敦2）

【目的】バイスタンダーCPRのうち胸骨圧迫のみの場合と人
工呼吸を含むCPRの蘇生率についての研究は多く行われてい
るが、バイスタンダーによる除細動例については十分に検討
されていない。

【対象と方法】対象として総務省消防庁ウツタイン統計2005
年から2019年の1,804,345件のうち、心原性で目撃あり事案
かつバイスタンダーによって除細動された事案11,403件とし
た。これらの一ヶ月生存率および社会復帰率をアウトカムと
し、年齢、性別をはじめとする様々な共変量との関連を明ら
かにした。
　統計解析にはJMP 16.1.0を使用し、ロジスティック回帰分
析を行った。

【結果】各項目別の単変量でのオッズ比では一ヶ月生存
に 関 し て、 年 齢「0.96（95%CI:0.960-0.965）」、 男 性「2.24

（95%CI:2.04-2.46）」、発生年「2.06（95%CI:1.78-2.39）」、CPR開
始までの時間「0.95（95%CI:0.94-0.96）」、バイスタンダーによ
る胸骨圧迫のみのCPR「1.25 （95%CI:1.16-1.35）」に関連が認め
られた。口頭指導に関してはいずれも有意な差を認めなかっ
た「オッズ比:1.03（95%CI:0.96-1.11）」。
　 多 変 量 で 調 整 し た オ ッ ズ 比 は、 年 齢「0.96（95%CI 

:0.961-0.966）」、 男 性「1.52（95%CI :1.37-1.69）」、 発 生 年
「1.06（95%CI :1.05-1.07）」、CPR開 始 ま で の 時 間「0.93
（95%CI:0.92-0.95）」、バイスタンダーによる胸骨圧迫のみの
CPR「1.18（95%CI:1.09-1.28）」で関連が認められた。口頭指導
に関してはいずれも有意な差を認めなかった「オッズ比:1.04

（95%CI:0.95-1.12）」。社会復帰率についても同様の結果が得
られた。

【考察】胸骨圧迫のみのCPRは標準のCPRに比較して、蘇生
成績は良好であった。これはロジスティック回帰分析で他の
交絡因子を調整しても当てはまっており、独立した因子とし
て蘇生成績に寄与していることが明らかとなった。
　今後の救命講習等で指導の根拠として示し、より一層蘇生
率の向上に寄与することが期待される。
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一般発表１３ 調査・研究

O-13-3 聴覚障がい者に対しての救急活動の質の向上と不安軽減を目
指して

1）羽咋郡市広域圏事務組合消防本部、2）志賀町手話サークル「しゅわッチ」

吉田　大成1）、中谷　衛1）、半山　武志1）、上野　信一1）、太川　紀元1）、高嶋　真司1）、
市塚　貴之1）、階戸　琢巳1）、上野　桂佑1）、飯田　雅大1）、橋田　朋子2）

【目的】聴覚障がい者は、視覚から多くの情報を得ているた
め、感染防止対策としてゴーグルやマスクを着用している
救急隊の表情や発言は理解しづらく、意思疎通は困難であ
ると考える。当消防本部では、聴覚障がい者対応として、
NET119による通報、筆談や手話通訳者を現場要請し、意思
疎通を図っている。しかし、筆談は文章の理解や筆記に時間
を要することや、手話通訳者が現場到着するのに時間を要す
ことにより、現場滞在時間が遅延する要因となる。今回、当
消防本部では、救急活動の質の向上や聴覚障がい者に安心感
を与えること、現場滞在時間の短縮を図り、傷病者の苦痛の
軽減に繋げることを目的とし、自治体連携で、管内在住の聴
覚障がい者と共同でコミュニケーションボードを作成したの
で紹介する。また、救急隊による手話と作成したボードを用
いて救急訓練を実施し、比較検証した結果、現場滞在時間の
短縮を図れたため併せて紹介する。

【対象と方法】本企画の実施に当たり、事前学習として管内
在住の手話通訳者と聴覚障がい者のサークルに協力依頼し、
職員に対して基本的な手話の習熟を図った。また、コミュニ
ケーションボードの作成は、レイアウトやイラスト等、現場
で活用しやすいよう協議しながら作成した。訓練に当たって

は、傷病者役を聴覚障がい者に依頼し、「筆談での訓練」と「手
話とコミュニケーションボードを使用した訓練」を実施し、
比較検証した。

【結果】基本的な手話やコミュニケーションボードを用いたこ
とにより、現場滞在時間の短縮が図られた。筆談では文章の理
解や筆記に時間を要し、現場滞在時間の遅延に繋がった。聴
覚障がい者や手話通訳者からも救急隊が手話を使用すると親
近感を抱き、不安が軽減されるとの意見も得ることができた。

【考察】手話とコミュニケーションボードを活用することは
現場滞在時間の短縮と救急活動の質の向上に繋がるものと考
察される。更に聴覚障がい者は、自分が伝えたいことを相手
に理解してもらっているか不安に感じているとの意見から、
接触時に手話を用いて自己紹介することで相手方の不安や緊
張を和らげる効果も期待できる。
　聴覚障がい者は、表情や読唇術を用いて、視覚情報を言語
ツールのように代用しているとのことであったため、状況に
応じて、フェイスシールド、口元が透明なマスクの使用を考
慮する必要性があり、今後の課題が明確になった。

O-13-4 電子申請システムを活用した救急利用者満足度アンケート

堺市消防局

日根野谷　有宇己、渡部　和也

【目的】救急搬送された傷病者又は関係者から、当該救急搬
送に関する対応の満足度調査を随時実施（募集）し、現状の救
急業務の課題をあぶり出し、市民ニーズに即した救急体制を
築くことを目的として、令和３年４月から「堺市電子申請シ
ステム」を活用したアンケートフォームを開設し、１年間の
実績を取りまとめたので報告する。

【方法】本市では、様々な行政手続きをインターネット上で
行うことができる「電子申請システム」を運用している。この
システム上に、１１９番通報を受ける指令員の応対や、救急
隊の現場活動に対する感想等を入力することができるアン
ケートフォームを立ち上げた。アンケートフォームのＱＲ
コードを印刷したポスターを管内の救急告示医療機関の救急
外来待ち合いスペースに掲示していただいた。救急搬送され
た傷病者又は関係者は任意に自身のスマートフォン等でＱＲ
コードを読み取り、回答する仕組みを構築した。
　収集した内容は、１か月ごとに取りまとめ、庁内ホームペー
ジに掲載し、指令員や救急隊員などへフィードバックし、救
急車を利用された方の生の声を伝えることとしている。

【結果】運用を開始した令和３年４月から令和４年３月まで
の１年間で１３３件の回答があり、１１９番通報対応や救急

隊の現場活動についての満足度を数値化することができた。
　・集計内容（一部）
　　救急の話し方や態度＝９６．２％が親切・丁寧と回答、 
３．０％が横柄・不愛想と回答
　　救急隊の観察や処置＝９２．５％が満足と回答、３．８％
が不満と回答
　また、自由記載欄にいただいた御意見（９５件）の多くは、
指令員又は救急隊員に対する御礼等、肯定的なものであった
が、職員の接遇面等、改善を求める内容も含まれていた。

【考察】本市において、救急業務に関する利用者満足度を可
視化する術がなかったが、新たなコストを生じさせることな
く本仕組みを構築し、救急車を利用した傷病者等の生の声を
収集することが可能になった。
　指令員に対する意見、救急隊の接遇や救急活動に対する意
見を定期的にフィードバックすることは、関係する職員のモ
チベーション向上につながるとともに、叱咤激励に関して真
摯に受け止めさせ、対応力向上につながっているものと思慮
する。
　数値化された各種指標は、今後も定点観測し、適時適切な
救急施策に反映していくことができるものと考える。
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O-13-5 当消防組合における呼吸回数計測の傾向

江津邑智消防組合消防本部

青木　透、三上　康洋

【目的】近年、バイタルサインの中でも急変を予測できる項
目として、「呼吸の評価」が重要視されている。ある研究では、
呼吸回数が２７回／分以上である場合、循環動態の異常より
も７２時間以内の心肺停止を予兆していたという論文があ
る。また、別の論文では、入院中に心肺停止状態となった患
者の７０％が、心肺停止前８時間以内に呼吸状態の悪化を認
め、この時の呼吸回数は２９±１回／分であったとされてい
る。これらの報告を基に、当消防組合における呼吸回数計測
状況について現状を把握し、積極的な呼吸回数の数値化を行
うことを目的とした。

【対象と方法】２０１９年１月から２０２１年１２月末まで
の間、当消防組合救急隊が出場した救急事案のうち、転院搬
送、心肺停止症例、不搬送事案を除く５，４５７件を調査対
象とし、救急統計システム「ベストル１１９Ｌⅰｇｈｔ汎用
統計」を用い、以下の項目を調査した。①呼吸回数ごとの重
症率、②呼吸回数計測の実施率と傾向、③呼吸回数計測率と
コロナ禍との関係

【結果】①呼吸回数１０回／分以下では６６．７％、１１～
２９回／分では１１．３％、３０回／分以上では２４．９％
が重症であった。②呼吸回数の計測は対象救急事案の

８８．７％で実施されていたが、救急隊ごとに見てみると、
搬送先医療機関までの距離が短い救急隊では平均を下回る結
果となり、搬送時間の長い救急隊では搬送途上の比較的遅い
時期に計測している傾向となった。また、呼吸回数を計測
した場所について、傷病者接触時に計測したものは全体の
５５．６％に留まった。③年ごとに見ると、新型コロナウイ
ルス感染症が拡大し始めた令和２年から３年にかけて一部の
署所では測定率が低下したが、令和３年には一部の署所救急
隊で急激に測定率が低下した。月別に見ると、管内での新型
コロナウイルス感染症が増加した月に計測率の低下は認めな
かったが、感染症に対して呼吸回数の観察が敬遠された可能
性は否定できない。

【考察】以上の結果から、呼吸回数の数値化は重症度を評価
する上で重要であるものの、様々な要因が加わり、活動早期
での数値化まで実施できていない現状が分かった。今後の隊
員教育を通し積極的に指導し、継続して調査していきたい。

O-13-6 救急隊員シンポジウム発表演題で用いられる統計解析手法の
傾向とこれからに向けて

岸和田市消防本部

一ノ瀬　佳彦

【目的】英国の統計家であるAltmanは「誤った解析結果を報
告することはスキャンダルである」と述べている1）. ランダム
化されていない被験者を対象とした観察研究では, 交絡因子
を補正し群間の背景を揃えた解析は必須であり, 比較群間の
背景を揃えないまま行う単変量解析では誤った結論を導きか
ねない. 指導救命士養成課程では, シラバスに統計学が組み
込まれ, その影響もあってか近年の救急隊員シンポジウムで
は, 統計解析を実施した研究発表が多くみられる. しかし, こ
れまで救急隊員が研究で用いた統計解析手法の傾向を明らか
にした検討はないため, このたび過去の救急隊員シンポジウ
ムの抄録を分析したので報告する.

【対象と方法】対象は第26回（2017年）から第30回（2022年）ま
での過去5年間の救急隊員シンポジウムの演題として採択さ
れ抄録に掲載された観察研究. 抄録から消防組織以外の共同
演者の有無, 使用した統計手法, 研究に組み込まれたサンプ
ル数を抽出し, 今後の救急隊員の研究活動に関する問題点と
改善点を見出す. 統計解析はFisherの正確検定またはMann–
Whitney U検定で行い有意水準を5％未満とした.

【結果】過去5年間で抽出された観察研究は114件であった. 単
変量解析を行った演題は104 題（91.2%）. 多変量解析を行った

演題は10題（ 8.8%）であった. 消防以外の者を共同演者とした
演題は51題（44.7%）あり, 多変量解析を用いることに関連し
ていた（8/51 vs 2/63, p=0.04）. また, 多変量解析を用いた演
題は有意にサンプル数が多かった（p<0.01）.

【考察】消防組織の救急救命士が統計解析手法を学ぶ機会は
指導救命士養成課程しか存在せず, 習得する手法はt検定やχ
二乗検定などの単変量解析である. 単変量解析を実施した研
究はサンプル数が有意に少ないものの, 十分に多変量解析が
可能なサンプルサイズに達している演題も多く存在する. 今
後は救急隊員が主体的に臨床研究を行うためにも, 生物統計
を含めた疫学に特化した教養課程の創設など, 適切かつ高度
な解析手法を習得するための環境構築や強化が必要である. 
また, 消防以外の共同研究者の存在は多変量解析の実施に影
響を与えるものの, それでも多変量解析が実施された演題は
わずか8題のみである. 消防以外の共同演者は, 統計学的手法
に関して深く関与し, より質の高い研究成果の報告に寄与す
べきである.
1）Altman DG. The scandal of poor medical research. BMJ. 
1994; 308 （6924）: 283-4.
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一般発表１３ 調査・研究

O-13-7 秋田市におけるＥＬＶＯスクリーンの運用と現状

秋田市消防本部

相原　浩太、佐々木　茉央、高橋　伸一

【はじめに】秋田市（以下当市）を含む４消防本部で構成され
る秋田周辺ＭＣ協議会（以下地域ＭＣ）では、令和３年１２月
１日から脳梗塞患者の後遺症軽減をめざし、脳卒中疑い時の
観察にＥＬＶＯスクリーンを追加した。救急隊はＥＬＶＯス
クリーン陽性かつ発症から５時間以内と判断した場合に、血
栓回収療法を精力的に実施している３病院（以下３病院）への
搬送を最優先することとなる。今回、当市救急隊が行った
ＥＬＶＯスクリーンと院内治療の状況などを調査したので考
察を交え報告する。

【対象と調査項目】令和３年１２月１日から令和４年２月２８
日までに、当市の救急隊が地域ＭＣのプロトコルに基づき脳
卒中疑いと判断し救急搬送した全例を対象とした。調査項目
は年齢、性別、搬送病院、ＥＬＶＯスクリーンの実施率・陽性率、
院内の治療などで、その関係性についても検討を行った。

【結果】脳卒中疑い搬送した総数は１４２件で、うちＥＬＶＯ
スクリーン評価を行ったのは１１０件、さらに陽性と判定し
たのは４８件、陰性は６２件であった。陽性の内訳は、男性
１９名、平均年齢７３．５歳、女性２９名、平均年齢８０．３
歳であった。このうちt-PAが９件、血栓回収療法が７件に
実施されていた。陽性と判断したすべての症例は３病院に直

接搬送され、この期間中にt-PAと血栓回収療法を目的とし
た転院搬送はなかった。また、救急隊員が陰性と評価、また
は未実施であった傷病者にt-PA、血栓回収療法の傷病者は
いなかった。

【考察】当市の過去の調査では、搬送先で血栓回収療法がで
きないため転院した症例が存在していたがＥＬＶＯスクリー
ン採用後には確認されていない。適切な病院選定には、適
切な観察評価が必要不可欠である。今回の調査結果から
ＥＬＶＯスクリーンは、搬送先の決定に有効な観察評価の一
つと考えることができる。
　さらに、ＥＬＶＯスクリーンの精度と搬送の質を高めるた
め、定期的に３病院の医師らにより脳神経セミナーｗｅｂ講
習が開催され、具体的な症例のポイントや院内治療、転帰な
どについて積極的に意見交換が行われている。これらは、当
市の脳梗塞治療向上につながるものと確信する。

【まとめ】当市では脳卒中疑いにＥＬＶＯスクリーンを用い
ることで、脳梗塞患者の病院選定が良好に行われている。し
かし、ＥＬＶＯスクリーン自体が未実施であった症例も存在
することから、研修等を継続し理解度を高める必要がある。
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一般発表１７ ドクターカー・ドクターヘリ

O-17-1 ドクターカーのＣＰＡ事案に対する介入の効果についての検討

1）奈良県広域消防組合消防本部、2）奈良県立医科大学附属病院

上谷　知史1）、西村　基史1）、植　英樹1）、吉井　克昌1）、宮崎　敬太2）、淺井　英樹2）、
福島　英賢2）

【目的】当消防組合でのドクターカーの運用は、平成10年か
ら開始、平成26年に消防の広域化、平成28年に救急ワークス
テーションを開設、現在に至っている。なお、ドクターカー
の要請基準はキーワード方式を採用しており、CPAについ
ては、「呼吸なし」「死戦期呼吸」「通信指令員が必要と判断し
たもの」等である。今回、ドクターカーのCPA事案に対する
介入の効果について検討考察することを目的とする。

【対象と方法】当組合内における2019年1月～2021年12月まで
の3年間におけるCPA搬送事案を対象とし、ドクターカー介
入群と非介入群の2群でROSC率、1ヶ月予後、気管挿管実施
率、アドレナリン投与実施率について比較した。さらに、目
撃ありの場合のROSC率も比較した。

【結果】期間中の対象症例はドクターカー介入群400件、非介
入群2,296件でありROSC率はそれぞれ35.5%、11.3%であっ
た。1か月予後についてはドクターカー介入群でOPC1.2が20
件（5.0%）であり、非介入群では37件（1.6%）であった。ROSC
率、1か月予後でともに有意差がみられた。気管挿管実施率は、
ドクターカー介入群71.9％、非介入群５.0％であった。また、
アドレナリン投与実施率は、ドクターカー介入群73.1％、非
介入群45％であった。

目撃のあり事案において介入群で232件の搬送がありROSC
率43.1％、非介入群が868件でROSC率18.8%であった。

【考察】ドクターカーのCPA事案に対する効果について
ROSC、1か月予後で効果がある結果となった。要請基準で
キーワード方式を採用しているため、目撃の有無を基準にし
ていないが通信指令員が、入電時に選別している可能性は否
めない。しかしながら目撃あり症例に限ってもROSC率が有
意に介入群でよかったことについては、気管挿管実施率、ア
ドレナリン投与実施率ともに、非介入群より高い確率で実施
されていた。特に、気管挿管実施率に差がみられたため気管
挿管がROSC率等を高める可能性があることが示唆される。
これについては精査を続け、救急救命士のプロトコールに反
映させることができることも効果の1つと考える。

O-17-2 ドクターカーの新システム導入により早期医療介入がなされ
社会復帰に繋がった救急事案

津山圏域消防組合消防本部

市川　実里、山本　渉、河副　圭

【目的】仕事中のトラック運転手に起きた突然の心肺停止に対
し、救急隊とドクターカーによる救命の連鎖が功を奏し、社会
復帰した症例。その現場の活動連携について報告する。

【症例】４０代の男性がトラックを運転中に呼吸苦を訴え、同僚
が救急要請を行った。救急隊現場到着時、初期波形心室細動の
心肺停止を認めた。
救急隊到着の３分後にはドクターカー到着、医師が気管挿管を
行い、病院救命士がルート確保、救急隊はルーカスの装着と搬
送準備を並行して行った。救急隊到着から７分後には処置が完
了し搬送開始。車内収容中に医師が救命センターの手配と心カ
テチームの招集。ここまでに要した時間は救急隊到着から１２
分間であった。病院到着後はストレッチャーのまま心カテ室に
直行しECMO（病着２５分後）が導入されカテーテル検査が施
行された。急性心筋梗塞と診断され冠動脈にステントを留置し
再還流が得られた。（病着５６分後）その後集中治療室で全身管
理がなされ、ECMOと人工呼吸器を離脱し状態が改善、リハビ
リ目的のため転院し社会復帰（CPC2）を果たした。

【考察】本症例は、救急隊とドクターカーの連携により救命及
び社会復帰へと繋がったと考えられた。この症例を通してドク
ターカーが出場するメリットは大きく分けて３つあると考え

る。①医師による早期医療介入　②現場活動と並行した院内の
治療準備の開始　③収容依頼や指示要請を削減した早急な搬送
現場にドクターカーが来ることで、指示要請の電話などの時間
を削減し救急隊の活動と並行して診察や処置を行いながら医療
機関に搬送できる。また、医師が傷病者を診察し救命士は使用
できないアドレナリン以外の薬剤投与や超音波による原因検索
などの早期医療介入を行うことも可能である。診断の結果、必
要により心カテチームを招集、心カテ室の準備など院内での根
治術の用意を患者到着前から開始することもできる。以上のこ
とから、ドクターカーが出場することは、傷病者の蘇生率と社
会復帰率にとって有用な場合があると考える。

【ドクターカー体制】岡山県北唯一の救命救急センターがある津
山中央病院では、ラピッドレスポンスカーとしての新システム
が令和４年４月から開始された。運用エリアはこれまでの津山
管内のみならず、美作･真庭を含めた美作MC全体に拡大してい
る。中でも突出しているのは出動までにかかる時間であり、ド
クターカー要請から約１分程度で出動することが可能である。
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一般発表１７ ドクターカー・ドクターヘリ

O-17-3 交通事故現場における多数傷病者のドクターヘリピストン搬
送事例

伊予消防等事務組合消防本部

二宮　誠一郎

【目的】交通事故において多数の傷病者が発生したことに対し、
複数の重傷者をドクターヘリにてピストン搬送した。なお、ピ
ストン搬送中に天候不良となりL/Pの変更を余儀なくされ、部
隊統制及び情報共有、伝達に苦慮した活動について報告する。

【症例】令和3年11月某日午前8時37分覚知、管内国道において軽
自動車がセンターラインをはみ出し対向車線の軽自動車と正面
衝突、更に後続の普通車にも衝突した車両3台が絡む交通事故
である。直近の出張所救急隊（以下 ｢管轄救急隊｣）の到着前に、
隣接する消防本部の救急隊が別事案の救急搬送中に当該事案に
遭遇し初期対応を行っているところに管轄救急隊が到着。状況
を確認すると傷病者は計6名であり、緊急性の高い傷病者が複
数いると判断した。現場から三次医療機関までは救急車で約40
分を要することから、早期医療介入及び傷病者予後の改善を目
的としドクターヘリ要請を行った。
　トリアージ結果は、赤2名、黄1名、緑3名であり、早期に赤2
名を救急車で直近のL/Pに搬送し、フライトスタッフによる観
察が実施された。その結果両名をドクターヘリでピストン搬送
することとなるが1名を搬送後、天候不良のため直近のL/Pは
使用不可となり第2L/Pまで救急車にて搬送後、2人目をヘリ搬
送した。

 傷病者の状態
 12歳女性（赤） 腹腔内出血疑い JCSⅠ桁
 14歳女性（赤） 顔面外傷　　　 JCSⅢ桁
 46歳女性（黄） 腰部打撲　　　 JCSⅠ桁
 44歳男性（緑） 胸部打撲　　　 JCS ０
 35歳女性（緑） 下腿部打撲　　 JCS ０
 30歳男性（緑） 頭部打撲　　　 JCS ０

【結果・考察】当消防本部の出張所は乗り換え運用の3名体制であ
り、各種災害時の初動において消防力劣勢な状況で対応してい
る。本症例では初動段階で状況評価を正確かつ適切に行うと共
に、他隊との緊密な情報共有を図ることが、その後の連携活動
並びに傷病者利益に繋がると痛感した症例であった。後日、フ
ライトスタッフ、CSをはじめ、通信指令課、出動各隊による
症例検討会を行い、それぞれの立場や目線から率直な意見が出
された。その結果、情報の相違や必要な情報が正確に伝わって
いないこと等が明らかとなり、刻々と変化する現場状況や傷病
者情報をいかに共有するかが今後の課題となった。
　今後も災害現場において、効果的かつ統一的な部隊活動が図
られるよう関係機関との連携や情報共有について意見交換し、
傷病者ファーストの救急医療体制を構築したいと考える。

O-17-4 ドクターヘリにて２次トリアージされた大人１名、小児３名の
対応事例

小美玉市消防本部

邊見　常之、田村　房功

【目的】大型トラックと軽乗用車の衝突事故により、大人１名、小児３名の
傷病者（赤３名、黒１名）の対応に際し、ドクターヘリと３隊の救急隊が連
携、小児３名を救命された症例をドクターヘリチームと検証。早期の情報
共有が、医療介入プラン立案の一助や現場滞在時間の短縮、傷病者の救命
に繋がると結論に至った事例を報告する。

【症例】日　　時　平成３０年　某日
発生概要　県道と市道の交差点で、大型トラックと軽乗用車（４名乗車）の
衝突事故。
活動状況
消防隊　現着前、ポンプ隊及び救急隊１増隊要請。現着後、状況及び傷病
者数を確認。
救助隊に救助活動、救急隊に救出後の傷病者管理等を指示。
救助隊　車内で頭部を挟まれていた女児１名をスプレッダーにて救出。
救急隊　トリアージ：赤４名。救急隊１増隊要請。
車両より救出された傷病者の応急手当を行い、ランデブーポイントへ搬送。
各救命センターへ搬送。
ドクターヘリ
２次トリアージ結果：赤３名、黒１名。
応急処置を行い、各救急隊に医療機関への搬送を指示。
傷 病 者

３２歳 女性（黒）救急車にて搬送　　大動脈破裂
　　　　　　　　　　　　　　　　　 死亡
　３歳 女児（赤）救急車にて搬送　　右橈骨骨折、左橈・尺骨骨折
　　　　　　　　　　　　　　　　　 保存的加療、退院
　２歳 男児（赤）ヘリにて搬送　　　第２頚椎椎体骨折、外傷性くも膜下出血
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ‌�両側大腿骨折、左上腕骨骨折、下顎

骨骨折
　　　　　　　　　　　　　　　　　 退院後、外来通院を要した
　３歳 女児（赤）救急車にて搬送　　下顎骨骨折、外傷性くも膜下出血、脳挫傷
　　　　　　　　　　　　　　　　　 高次リハビリを要した

【結果・考察】入電時より茨城指令センターから茨城ドクターヘリを要請。
初動時のポンプ隊及び救急隊を増隊により、応急手当及び搬送資源の確保
により、ドクターヘリにて２次トリアージ及び応急処置を行い小児３名の
救命に繋げることが出来た。ドクターヘリと救急車のドッキングまでの間
に積極的かつ早期の傷病者情報の共有を行うことの重要性を再認識した事
案であった。早期からの傷病者情報の共有は、ドクターヘリ側の傷病者の
重症化にも対応可能な医療体制の構築と現場滞在時間の短縮になり、傷病
者の救命にも繋がる。今後も積極的な情報共有をすすめたい。
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一般発表１７ ドクターカー・ドクターヘリ

O-17-5 隣接する広島市消防航空隊と広島県ドクターヘリ医師との連
携について

広島市消防局

藤井　崇弘

【背景】広島県内のヘリコプターによる救急体制は広島県ド
クターヘリ１機、消防防災ヘリ２機（広島市消防ヘリ、広島
県防災ヘリ）で運航している。ドクターヘリ出動中に重複要
請があった場合は、複数間同時通話を介し基地病院（広島大
学病院）、協力病院（県立広島病院）の医師、看護師が広島市
消防ヘリ又は広島県防災ヘリに搭乗し出動している。
　こうした運用体制のなかで、広島市消防航空隊と広島県ドク
ターヘリは基地が隣接しており、お互いの基地を自由に往来
できる環境にある。今回はドクターヘリの医師、看護師が天
候不良時に広島市消防ヘリに搭乗し出動した事案を発表する。

【症例】大型トラックと軽乗用車の接触事故により負傷者多
数とのドクターヘリの要請があったが、ドクターヘリは天候
不良により対応困難で、当隊が出動した。広島ヘリポートで
ドクターヘリの医師、看護師が広島市消防ヘリに搭乗し出動、
途上で県立広島病院の医師１名を搭乗させランデブーポイン
トへ医師搬送を行い、傷病者１名を三次医療機関へ搬送した。

【考察】当隊は広島県の地形や気象特性を熟知した操縦士が
機長を務めており、気象情報等様々な状況から飛行の可否を
判断している。天候不良でドクターヘリが飛行不能時におい
ても当隊が出動できる場合がある。そうした状況を情報共

有しているためドクターヘリのCSから天候不良時において、
当隊の出動の可否についての問合せが行われている。
　今回の事案は、複数の傷病者が発生したことからフライト
ドクターの判断により、医師を追加で搭乗させ、現場へ向かっ
た。当隊は１名の傷病者を三次医療機関へ搬送し帰隊となっ
たが、天候不良時に複数傷病者に対し現場に医師を早期に投
入できたことは有効であったと思慮する。

【結語】全国的にも珍しい消防航空隊基地とドクターヘリ基
地が隣接する環境を活かし、消防ヘリへの医師、看護師の搭
乗のほか、消防航空隊が山岳などで救助した要救助者を基地
に搬送し、救急車到着までの間、フライトドクターによる観
察や処置を行うなど、連携は深まっている。今後もいち早く
救急専門医療を傷病者のもとに届けるよう、お互いの資源を
有効活用していきたい。

O-17-6 ドクターヘリ初動要請から医師派遣に至った症例 
～過去の教えが、今にいかされている～

埼玉県央広域消防本部

関根　尚、荒井　章太、浅見　信吾

【目的】当消防本部管内及び当該二次医療圏には三次医療機
関はなく、また遠方に位置している。電動式チェーンソー外
傷傷病者に対し、通報段階で指令課からドクターヘリ初動要
請、救急隊現場到着後ドクターヘリ医師現場派遣要請に至っ
た症例の活動内容を報告する。

【症例】令和４年４月某日、午前９時２３分覚知。通報内容
「７５歳男性、電ノコで頸部切創。」
　直近の署はＰＡ連携出動中で不在。出場第２位の消防隊と
出動第４位の自隊が出動する。指令課初動要請にてドクター
ヘリ要請。観察結果、ソーチェーン先端が左頸部に喰い込ん
でおり、チェーンソーを離脱できない状況で搬送不可と判
断。ドクターヘリ医師現場派遣要請を行う。循環血液量減少
性ショックを認め、心停止前輸液を実施。ドクターヘリ飛行
場外離着陸場到着後、出動第３位の消防隊にて医師搬送を行
う。到着した医師により、挫創部刺入物を除去、チェーンソー
離脱が完了する。飛行場外離着陸場まで搬送し、空路にて病
院搬送となった。

【考察】現場周辺地域から直近の三次医療機関まで陸路２２
Ｋｍ、平均搬送時間３１分。ドクターヘリ医師による早期医
療介入は、傷病者にとって有益である。

　今回は、機械器具が左頸部に喰い込んでいたため、無暗に
移動を開始すると血管損傷を引き起こす疑いがあった。消防
隊の支援を受け、現場医師派遣が功を奏した症例となった。

【結語】平成２１年１１月、病院収容を３件断られた後、ド
クターヘリを要請する事案があった。その翌月の病院実習中
に、フライトドクターからドクターヘリの活用を伝授された。

「通報段階でヘリを要請。それがダメなら収容依頼１件目で
ヘリを要請。オーバートリアージＯＫ！キャンセルＯＫ！軽
症ならヘリは帰るだけ。病院連絡もするし、家族説明もする
よ！」
　この症例は、上尾市消防本部、伊奈町消防本部、埼玉県央
広域消防本部で合同開催している、三消防本部合同臨床研修
会で発表をした。平成２１年から１３年の時が過ぎた現在、
指令課配属の救急救命士も増え、３割以上となった。平成
１９年度から令和３年度の要請数４７４件の内、初動要請数
も年々増加をし、平成３０年度からは毎年度７割を超えてい
る。フライトドクターの教えは、今の活動の礎となっている。
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一般発表１７ ドクターカー・ドクターヘリ

O-17-7 消防防災ヘリ、地上隊の連携で未来の救命率は向上する

兵庫県消防防災航空隊

坂本　政法、髙橋　龍太、石古　拓也、植田　友幸、西田　大地

【背景】兵庫県消防防災航空隊と神戸市消防局航空機動隊（以
下「兵庫・神戸航空隊」という。）は、平成１６年から全国で初
となる県と政令市の共同運航を開始し、消防防災ヘリ３機を
運用し兵庫県内の安全、安心のため活動している。兵庫県内
には標高1,500ｍ級の氷ノ山、市街地に隣接している六甲山
を始め多くの登山ルートを有している。
近年の登山ブームに鑑み、山岳救助出動件数は年間に１００
件弱で推移し、活動時は地上隊や医療機関との連携が必須と
なっている。兵庫・神戸航空隊は、平成２４年３月までＭＣ
体制下でなかったため、救急救命士が現場出動しても特定行
為が実施できなかった。また、地上隊が特定行為を実施して
いた場合でも、以後の活動を引き継ぐことが不可能であった。
当時のままの体制では救命率向上、後遺症軽減を目的とした
活動ができないと判断し、平成２４年４月にＭＣ体制を構築、
山岳現場に先着した航空隊員が特定行為を実施できる体制を
構築した。また、地上隊が既に特定行為をしている場合でも、
特定行為を引き継ぎ医療機関へ搬送できる体制とした。

【経過】体制整備後１０年が経過し、兵庫・神戸航空隊が特定
行為をする件数、地上隊が実施した特定行為を引き継ぐ件数
も増え、地上隊及び医療機関との「連携」部分において一定の

成果がでている。成果の要因としては、お互いの活動内容を
理解し棲み分けが明確であること、航空隊が引き継いだ後も
航空隊救命士と地上隊救命士が連携することにより活動の迅
速性が向上していること及び救出後、傷病者を直接３次医療
機関に搬送すること等が挙げられる。
兵庫・神戸航空隊は、ヘリ搬送による高速性を考慮して、
ＣＰＡ事案、ショック事案において、盲目的に全ての傷病者
に特定行為をするのではなく、傷病者の状況、状態及び医療
機関への搬送時間等、全てを考慮した上で傷病者にとって有
益性があるか判断するよう徹底している。

【今後の展望】登山者は、元々のＡＤＬが良好であり、迅速
かつ的確な救命活動を行えば社会復帰が期待できるケースが
多い。更に墜落外傷、高度脱水傷病者も多数発生しているこ
とから処置拡大項目の適応事案を増やしていく。兵庫・神戸
航空隊は１０年間で積み上げてきた実績を踏まえ、日々検証
し５年先１０年先を見据えて、兵庫県内の各消防本部と連携
を更に強固にして救える命を必ず救えるよう取り組みを進め
ていきたい。
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一般発表１４ 応急手当普及啓発１

O-14-1 救命講習中止中における市民ニーズについての検討

倉敷市消防局

小林　祥太朗、江川　健太、田中　裕明、圓見　将、池山　裕隆、難波　佑一、佐藤　孝道、
黒川　友樹、三澤　直也

【目的】コロナ禍において倉敷消防署は、令和２年４月から
令和４年５月末まで救急講習等の実施を中止していた。中止
期間中、市民から講習開催について問い合わせが多数あり、
短時間でオンライン講習をするといった提案もあったが実現
に至らず、市民のニーズに応えられない状況が長期続いた。
　今回の検討では、講習中止期間中における、市民の講習に
関するニーズを具体的にすること、市民の応急手当てに関す
る知識の収集方法等を調査し、今後の講習の在り方及び効果
的な広報の方法を模索することを目的とする。

【対象と方法】中止期間中におけるニーズを把握するために
アンケートを作成した。収集期間は講習再開直後の令和４年
６月の１か月間。対象は期間中の救急講習受講者３４２名と
した。回収したアンケートをクロス集計により分析する。な
お、集計結果は空欄、無回答は除いて算出している。

【結果】応急手当検索方法は、どの年代もSNSやHP等のネッ
ト環境を利用しての検索が７０%を超えている。その中でも
半数以上が消防組織の情報を利用していた。
　更に中止期間中、心肺蘇生法について自ら調べた群につい
ては、職業問わず９割以上で理解を深めることができており、
実践できるとの回答も７７%と高い数値を示している。中で

も、過去に受講歴のある群は、更に高い数値を示した。
オンライン受講希望については、受講したいとの回答が職業
及び年代を問わず、高い割合を示した。一方で、受講したい
と回答した２４１名の中で、実際にオンラインで受講するこ
とができたのは６名に留まっている。
　また、「中止期間中、講習開催ニーズはあったか」の問い
について「あった」と回答があったのは、会社員や公務員で 
３０%未満であった。

【考察】コロナ禍において、応急手当の検索はネットを利用
しており、消防へのニーズが高いことを示した。
　オンライン受講のニーズが高い状況であるが、実際に受講
できている人は殆どいないことから、消防がオンラインでの
開催を実現する価値は十分にある。また、コロナ禍の影響も
あってか、中止期間中、今まで開催要望が多かった会社員や
公務員の「団体」での開催ニーズが高いと言えないことから、
団体から小規模での開催へ移行していく可能性もあると考察
される。更に、ネットでの知識の収集が一般的となっている
現代社会で、SNSやHPを通しての広報及び情報発信も充実
させていくことが急務であると考える。

O-14-2「救命力世界一」宣言から約１０年 
～救命講習の課題と新たな取組み～

豊中市消防局

木梨　浩一

【目的】当市は、平成22年1月に「救命力世界一」宣言し、年間
2万人の救命講習受講者数という目標を掲げてきた。10年間
その目標を達成しバイスタンダーCPR率の向上を図ってきた
が、バイスタンダーCPR率は50％前後で推移し、全国と比較
してもあまり変わりがないことがわかった。そこで当局の心
肺停止事案のデータと救命講習受講者のデータを分析し、新
たな取り組みへの第一歩とすることを目的とする。

【対象と方法】
①平成25年度から令和3年度までの当局における救急統計か
ら心肺停止事案を分析
②令和3年度救命講習受講者に実施したアンケートを分析

【結果】
①当局の心肺停止事案を分析すると、高齢者が全体の約80％
で、そのうち自宅での心肺停止事案が約65％を占め、高齢者
の自宅でのバイスタンダーCPR率は約40％となっていた。
②令和3年度実施した救命講習のアンケート結果より、高齢
者の救命講習受講者は約6％となっており、各世代と比較す
ると低いことがわかった。
上記結果から高齢者へ救命講習をアプローチすることがバイ
スタンダーCPR率の向上へ繋がると考え、高齢者をターゲッ

トにしたシニア救命講習と心肺蘇生法体操を実施した。
シニア救命講習は受講者を市内在住の55歳以上の方に限定、
講習時間も高齢者が受講しやすい1時間とした。募集開始後、
一週間で定員に達し90名が受講する結果となり、普段から不
安を抱き関心が高いことがわかった。また講習実施後のアン
ケート結果より、受講者の94％は講習に参加して良かったと
回答した。
次に心肺蘇生法体操は、豊中市社会福祉協議会が地域の高齢
者に対して健康維持のため体操教室を実施していることに着
目し、胸骨圧迫を体操として取り入れるため、心肺蘇生法体
操（約3分程度）の動画を作成した。普段の体操前に簡易キッ
トを使って心肺蘇生法体操を実施してもらったところ大変好
評であり、今後は全地域に展開する予定である。

【考察】新たな取り組みとして実施したシニア救命講習と心
肺蘇生法体操は、高齢者に非常に関心が高く、受講者の評価
も良かったことから今後も継続してアプローチしていくこと
とする。また当局がこれまで実施してきた小学生対象のジュ
ニア救命講習からシニア救命講習まで、各世代で救命講習を
学べる環境を構築することでバイスタンダーCPR率の向上へ
繋がっていくものと考える。
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一般発表１４ 応急手当普及啓発１

O-14-3 中学生への心肺蘇生教育の取組みと課題 
～救命入門コースからＳｔｅｐＵｐ普通救命講習へ繋ぐ～

行田市消防本部

清水　忠

【目的】行田市では、平成25年度から消防本部と教育委員会との
連携により、市内小中学校の教員を応急手当普及員として養成し、
学校における救命講習の普及拡大に取り組んでいる。各学校の応
急手当普及員は、平成25年度から、所属する学校の教員に対して
心肺蘇生教育を実施し、平成27年度からは、市内全中学校（8校）
2年生の授業の一環として90分の救命入門コースを実施している。
救命入門コース受講生は、3年生になった夏休みに、消防本部が
開催する120分のStepUp普通救命講習を任意で受講することで修
了証が交付される。令和3年度までのStepUp普通救命講習の受講
率は、4.2%～9.1%（平均値6.7%、中央値6.8%）にとどまっている。
これまでの中学生に対する心肺蘇生教育の取り組みを振り返り、
StepUp普通救命講習への関心を高め、受講率を上げるための課
題を考察した。

【対象と方法】平成27年度から令和3年度までの救命入門コース受
講生へのアンケート3,790例のクロス集計から、「心肺蘇生法の理
解度とStepUp普通救命講習の受講希望は無関係である」と帰無仮
説を立て、カイ2乗検定を実施し、p<0.05を統計学的有意差あり
とした。なお、回答数が多いため、各年度でもカイ2乗検定を試
みた。

（アンケート内容）

　問１：救命入門コースで心肺蘇生法が理解できたか
　　（回答）理解できた3,013例、大体理解できた・理解できなかっ
た777例
　問２：StepUp普通救命講習を受講したいか
　　（回答）受講したい2,349例、受講は考えていない1,441例

【結果】平 成 27 年 度 か ら 令 和 3 年 度 ま で の 検 定 結 果 は、
p=0.0000000005で有意差を認め、各年度の検定結果（R2中止）
は、H27 p=0.001、H28 p=0.005、H29 p=0.07、H30 p=0.09、R1 
p=0.02、R3 p= 0.001と4/6で有意差を認めた。なお、受講を希望
する生徒のアンケート自由記載欄は、命を守りたい1,381例、救
命について詳しく学びたい786例などの意見が多く、受講を希望
しない生徒は、時間がない256例、受験がある245例などの意見が
多くみられた。

【考察】救命入門コース受講生の心肺蘇生法の理解度とStepUp普
通救命講習の受講希望は関連性があり、理解できたか否かで、受
講を希望するか否かが決定されるとの結論に至る。StepUp普通
救命講習への関心を高めるためには、心肺蘇生法をいかに理解さ
せるかが課題であり、理解度を高める試みが必要であると考える。
　今後も、救命への熱き志を抱いた中学生を、一人でも多く
StepUpへ繋げたい。

O-14-4 学校と消防が連携した熱中症多数傷病者対応訓練について

下関市消防局

中村　匠吾

【目的】熱中症における救急搬送は年々増加しており、全国
的に注意喚起が続けられている。本年も全国各地で熱中症に
よる救急搬送が相次ぎ、学校での熱中症多数傷病者事案も発
生している。本市においても学校における熱中症多数傷病者
事案が過去５年で４件発生し計28人が救急搬送されている。
　当局では、今後も予想される学校における熱中症多数傷病
者事案への対応について、学校側の対応能力の向上及び消防
との連携体制の構築を図ることを目的として熱中症多数傷病
者対応訓練を実施した。

【対象と方法】教育委員会協力のもと、市内の中学校１校を
モデル校として、実際の事案を参考に訓練を計画した。
　体育祭リハーサル中に３人の熱中症の生徒が発生し、時間
経過と共に最大13人までの熱中症の生徒が増えていく想定と
して、特に学校側の対応に重点を置き、消防との連携訓練を
実施した。
　活動内容は、実情に合わせた最適な活動になるようにモデ
ル校側と検討を重ね事前訓練も実施した。また、感染対策に
十分留意し、接触がない内容とした。
　小中学校教頭会約20人、教育委員会２人、報道機関２社が
参観した。

　訓練参加者の教員にアンケートを実施した。
【結果】スムーズに進行し今後の指針となるような訓練がで
き、学校側からの積極的な参加が得られ、参観者からの反
応も良好であった。アンケート結果では、「参考になった 
86％」、「今後もこのような訓練を実施した方がいい 86％」と
のことであり、訓練に否定的な意見は認められず、今後も訓
練を実施していく必要性を感じる結果となった。

【考察】学校での災害対応は、生徒に対し圧倒的に数が少な
い教員で対応するため、組織的な対応が求められ今回のよう
に訓練で経験しておくことは有益である。また、このような
対応はその他の災害でも有効活用できるため、災害対応に強
い教職員を育てていくためにも、今後も同様の訓練を継続し
ていく必要がある。
　今回当局の取り組みが、全国の消防機関及び教育機関の参
考になると考え紹介する。
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一般発表１４ 応急手当普及啓発１

O-14-5 応急手当指導員養成ワークショップの取り組みについて

奈良県広域消防組合消防本部

柴田　広文、吉井　克昌、小橋　祐介

【目的】応急手当の普及啓発活動にかかる指導員の育成（以
下、応急手当指導員）については、関係する実施要綱等で定
められた応急手当指導員講習を修了した者、または一定の資
格条件下のもとで免除されたものが認定されているが、一般
市民等に対する指導に必要な項目を網羅しているものではな
く、必要最低限度の医学的知識等について習得するものであ
ることから指導技法等について、より実践的なスキル習得を
目的としたワークショップ形式の指導員講習を策定実施した
ので、その概要を報告する。

【対象と方法】消防学校初任教育修了者全員を対象として、
関係要綱に定める計480分の講習内容について成人教育論を
含めたカリキュラムを再編成し、受講者自らが思考し行動す
るワークショップとした。また、指導員は指導救命士を中心
とし、JPTEC、ICLSコースインストラクター経験者を充て、
教育効果を高めるものとした。

【結果】令和２年から本ワークショップ修了者延べ５５名を
応急手当指導員として認定し、各署所において、日々、該当
講習会での指導に参加し活躍している。

【考察】ワークショップ修了者が応急手当指導員として参加
した各種応急手当普及講習での受講側の教育効果については

追跡調査を実施し得てないのが現状であるが、従来の指導員
講習では先任者の指導技法等を見取りながら経験を積み上げ
たスキルが基礎となる関係上、均一化した指導スキルを身に
付けることが難しく、その結果、一般市民が受益する内容が
十分ではない可能性がある。一方でワークショップ形式とす
ることにより、学ぶ機会が少ない成人教育論に触れることや
効果的な指導方法をはじめ、ラーニング効果等を意識するこ
とで受講者である一般市民の受益する内容は増えることが期
待される。

【まとめ】応急手当普及啓発活動にかかる取り組みとして応
急手当指導員養成ワークショップを紹介しその概要を報告し
た。救急を取り巻く環境において救急隊員教育については多
種多様な教育コースが誕生し、その教育効果は一定の成果を
上げているものと思慮され、そのノウハウを応急手当普及
啓発活動に反映させていくことは自然な流れであるともいえ
る。今後においてもより教育効果の高い応急手当普及講習を
展開し、一人でも多くの尊い生命が救われることを願ってや
まない。

O-14-6 子どもと一緒に参加できる普通救命講習Ⅲ

大曲仙北広域市町村圏組合消防本部

田近　美穂

　当消防本部では救急業務として普通救命講習Ⅰ･Ⅱは行っ
ているが、普通救命講習Ⅲは消防本部「応急手当普及啓発活
動運用指針」に記されてはいるものの、その実績は無かった。
しかし、「子どもが生まれたので心肺蘇生法を習いたいが育
児のため手を離すことができない」という話を聞いたのを
きっかけに、応急手当指導員の資格を持つ女性消防団員に協
力をいただき、『子どもと一緒に参加できる普通救命講習Ⅲ』
を実施した。
　子どもと一緒に参加するための工夫として、受講者である
父親、母親が実技訓練をしている際、子どもを見守ることが
できるように女性消防吏員、女性消防団員を指導員にした。
また、通常3時間講習のところ、e-ラーニングを受講しても
らい講習時間を短縮、様々な年代の小児シミュレーション人
形を用意して実技訓練を行ってもらった。
　受講者からは、「子供への救命処置の方法を学べて良かっ
た」や、「指導員が女性の方たちだったので和やかな雰囲気で
受講できた」との感想をいただいた。
　成人に対しての救命処置は知っていても、小児の救命処置
を知らない人がほとんどであった。女性ならではの観点や、
育児の体験談を織り交ぜた講習を行うことができ今後も講習

の定期開催や、乳児検診の際に胸骨圧迫や人工呼吸の方法だ
けといった短い時間でも学べる時間を作っていければと考え
ている。
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O-14-7 高校生と連携した応急手当普及啓発について 
〜高校生からのメッセージを市民のために〜

愛西市消防本部

村瀬　政幸

【目的】当市では、多数の市民が集まるイベントで胸骨圧迫を体
験していただく参加型と職員が作成したPR動画による視聴型
の方法で応急手当て普及啓発に取り組んでいるところである。
ところが、一定の効果は得られたものの、継続的な普及啓発に
は至っていない。その理由として、いずれの方法も、いわゆる

「消防目線」であり、また、市民が興味を持ってくれることを待
つ「受け身」であることが挙げられる。
　そこで、市民目線での普及啓発を考えるきっかけを作ること
を目的に、市が実施している地域の活性化プロジェクトに参加
し、当該プロジェクトの協力校である高校の生徒と「市民目線
で考える応急手当普及啓発」をテーマに意見交換を実施した。

【対象と方法】事前段階として、「応急手当の必要性と現在の課
題について」を題材とした資料を作成し、プロジェクトに参加
する９０名の生徒に対し、学校側から事前説明を実施していた
だき、これに関心を抱いた生徒３０名を対象とした。
　意見交換については、２回実施した。１回目については、事
前段階で使用した資料をもとに①消防目線での応急手当普及啓
発の課題、②消防に足らない部分はどこなのか、③市民目線で
考えるにはどうするのかの３点を主眼においた消防主体のプレ
ゼンテーション形式とした。

　なお、生徒に対しては、「斬新なアイデアを出そう」というプ
レッシャーを感じるのではなく、とにかく楽しく考えていただ
くことを強調した。
　２回目については、生徒を４つのグループに分け、１回目の
意見交換をもとに①消防に必要なPR、②市民目線で考える普
及啓発についての２点を主眼においた生徒主体のグループワー
ク方式とした。

【結果】現在の講習については、講習の重要性は理解できるが、
申し込み方法や講習の実態が分かりにくいなど意見が多かっ
た。また、PR動画については、何を訴えたいのか不明、消防
目線で自己満足という厳しい意見が出された。

【考察】本プロジェクトに参加した生徒のうち、講習を受講した
いと思っていた生徒は全体の２割であり、応急手当普及啓発は
かなり関心の薄いものであったかもしれない。しかし、今は９
割の生徒が今後も消防署と連携した普及活動の継続は必要であ
るとしており、７割を超える生徒が講習受講を希望している。
　本プロジェクトが、消防目線ではなく、地域との連携を密に
して市民目線での普及啓発を考える第１歩になったと考える。
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一般発表１８ 応急手当普及啓発２・口頭指導

O-18-1 コロナ禍におけるオンラインを活用した応急手当講習の環境整備

豊田市消防本部

河合　紀明

【目的】コロナ禍の影響を受けることなく、令和4年度の１年間で
5,000人以上の普及員による応急手当講習受講者を確保する。（コ
ロナ禍以前は約3,000人）

【対象と方法】
・コロナ禍で減った企業の普及員による応急手当受講者数をコロ
ナ以前の数値まで回復
・豊田市内の一企業をモデルとして、オンラインによる「１　応
急手当普及員再講習」、「２　普通救命講習Ⅰ」を実施
・講習資料や実施方法等、企業の提案に対し、消防側のアドバイ
スを基に内容を確定
１　応急手当普及員再講習
　・企業内の会議システムを活用し、人が集まることなくオンラ
インで講習会を開催
　・一方通行の講義だけでなく、ディスカッションでの情報共有
や、映像視聴を活用
２　普通救命講習Ⅰ
　　講習会を２部構成（※）とし、人との接触機会、時間を最小限
にした講義スタイルを構築
　　※・事前eラーニング（1時間～１時間30分）：心肺蘇生法の知
識・技術的な自己学習動画と確認テスト

　　　・マンツーマンでの実技講習（30分）：心肺蘇生法の練習と
実技テスト

【結果】
１　愛知県にまん延防止等重点措置が発令され、応急手当普及員
再講習の中止が危惧されていた中、1回25人、4回実施し、合計
100人が受講
２　・コロナ禍での講習会継続に対する安心への担保を確保
　　・受講者一人当たりの受講時間の短縮化により、”忙しいな
かでも受講しやすい”といった副次的効果

【考察】
１　オンラインの活用により、人と接触せずに講習会を実施でき
たことで受講者数を確保できた。
２　企業内では、従来の長時間・大人数での講習では感染リスク
があるとして、講習会再開に抵抗を持つ方がいたが、オンライン
併用の講義を選択できるようになったことで払拭を図れている。
また、通常2時間の実技講習を、人形1体につき5人の受講者で行っ
た際の一人当たりの実技時間は24分であるが、マンツーマン指導
を取り入れたことにより、質の担保と受講時間の短縮の両立が可
能となった。さらに、就業に影響を与えない任意の時間帯に受講
できることは、今後の受講者数増加が大いに期待できる。

O-18-2 応急手当普及に関する動画教材は、コロナ禍における非対面
式教育として効果的か？

白山野々市広域消防本部

中村　陽一、高田　康平、京念　美弘、北村　昭人、清水　光治、石田　和正、中村　雄太、
吉田　竜也

【目的】新型コロナウイルス感染拡大に伴い、対人接触機会の減少が求められる中、
救命講習は対面で行う集合型講習が主流であるため、人数制限による開催や中止を
余儀なくされ、受講者数は減少した。そこで応急手当に関する動画を作成し、オン
ラインで配信するなど全国各地で対人接触機会を減少させつつも普及させるための
工夫した取り組みが行われているが、これらの効果について検討されていない。本
研究は当消防本部が作成した、高齢者福祉施設に対する応急手当動画教材（DVDの
配付及びオンライン配信）の活用効果について検討する。

【対象と方法】当消防本部管内の全高齢者福祉施設（88施設）を対象に、動画教材配付
前後でアンケート調査を実施し、施設職員の応急手当実施意欲、応急手当実施にお
ける不安などの心理的変化及び応急手当の理解度を比較する。また、動画教材配付
前2年間（n=17）及び配付後2年間（n=16）に高齢者福祉施設で発生した、119通報前に
施設職員によって目撃された心停止33例を抽出し、CPR実施率、手当有効率、心停
止目撃から119通報までの時間など、心停止目撃時の行動変化を分析する。また自己
心拍再開率及び1ヵ月後神経学的予後について比較検討する。さらに動画教材の視聴
回数や視聴方法など動画教材についてアンケート調査を実施し、今後の発展につい
て検討する。統計解析はMicrosoft Excelを使用しカイ二乗検定及びｔ検定を行い、
P<0.05を有意水準とする。

【結果】心理的変化についてのアンケート調査によると、動画教材配付前に「心肺蘇
生を行える」と回答した割合が52.4%だったのに対し、配付後は62.9%と実施意欲が有
意に上昇した（P<0.01）。また、「正しくできるか」「誤って悪化させないか」「失敗によ

る責任追及」「病気に感染しないか」「ストレスでの体調不良」の全ての項目で不安に
思わないと回答した割合が増加した。理解度について「死戦期呼吸の見分け」「正し
い胸骨圧迫」「1人でのAED操作」ができると回答した割合が増加した。行動変化につ
いて、抽出した心停止33例の救急活動記録データをもとに分析すると、動画教材配
付前後での施設職員によるCPR実施率（88.2% vs 100% : P=0.16）、手当有効率（82.4% 
vs 93.8% : P=0.32）はともに上昇したが、有意差は認められなかった。心停止目撃か
ら119通報までの時間（中央値 : 7.2分 vs 5.7分 : P=0.61）は短縮されたが、有意差は認
められなかった。自己心拍再開率（41.2% vs 37.5% : P=0.83）及び1ヵ月後神経学的予
後良好率（0.0% vs 0.0%）に差は認められなかった。視聴回数について、48.4％が1回
のみの視聴で、2回以上視聴しているのは20.8％だった。視聴方法について、50.7%
がオンライン配信動画を視聴しており、49.3%が配付したDVDで視聴していた。

【考察】応急手当に関する動画教材は、応急手当実施意欲を向上させ、不安を軽減し、
理解を定着させることが明らかとなった。また、CPR実施率や手当有効率、迅速な
119通報に差は認められなかったが、よりよい行動変化をもたらす傾向がみられた。
動画視聴については広報不足により、視聴回数が少なかった。視聴方法については
パソコンやスマートフォン、タブレットを活用したオンライン動画の視聴が過半数
だった。特にオンライン動画教材は場所や時間に拘束されることなく、いつでもど
こでも空いた時間に学習できる非対面式教材として合理的なツールである。今後、
オンラインを主に積極的に応急手当動画を配信すること、さらに動画を広報するこ
とが必要である。
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O-18-3 コロナ感染拡大後の応急手当普及啓発活動の今後について

佐倉市八街市酒々井町消防組合消防本部

粂田　有和、鴇田　正博、髙木　務

【目的】消防組合に採用されてから７年間で、院外心肺停止傷病
者（以下ＣＰＡ）対応事案で社会復帰を３症例経験した。救急隊
現場到着時に共通していたことは、公衆出入の場で医療従事者
による質の高い胸骨圧迫とＡＥＤによる除細動が実施されてお
り、改めて救命の連鎖の重要性を学び社会復帰に繋がったと考
えている。新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、消防組合の
応急手当て普及啓発活動である全ての講習会の開催が激減した
のが現状である。総務省消防庁の消防白書に記載のある応急手
当ての実施及び救命効果を参考に、消防組合管内のＣＰＡ事案
で、一般市民による応急手当て実施率、１ヶ月生存者数、脳機
能カテゴリー（以下ＣＰＣとする）、全身機能カテゴリー（以下
ＯＰＣとする）について調査し、今後の応急手当て普及啓発活
動のあり方について検討することが目的である。

【対象と方法】新型コロナウイルス感染症拡大前（２０１８年１
月１日から２０１９年１２月３１日）と新型コロナウイルス感
染症拡大後（２０２０年１月１日から２０２１年１２月３１日）
までの期間に、一般市民が実施した応急手当て実施率と救命効
果について救急情報システム（ベストルlight）抽出した。

【結果】新型コロナウイルス感染症拡大前
CPA数：３１３件　胸骨圧迫：１８０件　胸骨圧迫・AED：５件

１ヶ月生存者数：８名　CPC １/ ２：５名　OPC １/ ２：５名
新型コロナウイルス感染症拡大後
CPA数：３１５件　胸骨圧迫：１６９件　胸骨圧迫：AED １３件
１ヶ月生存者数：５名　CPC １/ ２：３名　OPC １/ ２：３名

【考察】新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、応急手当て普
及啓発活動の激減と感染を恐れて応急手当て実施率は減少に転
じると考えていた。しかし、実施率、１ヶ月生存者数、CPC、
OPCに有意な差は認めなかった。そう要因について以下の通り
考察した。
１、ちば消防共同指令センターがバイスタンダーに対して行っ
ている口頭指導プロトコルは新型コロナウイルス感染症拡大前
後で変更点がないこと。
２、応急手当て実施者の助けたいという気持ちが非常に強いこ
と。（第２７回全国救急隊員シンポジウムで発表、応急手当て
普及啓発活動受講者からのアンケートより）
今後は救命率向上を目的とした心肺蘇生法コンテストの実施を
検討している。学校、企業、消防団員等を対象に心肺蘇生を評
価し、当組合のホームページにランキング形式で掲載。

O-18-4 リモートによる効果的な応急手当普及啓発の実現に向けた工夫

岡山市消防局

清水　雄太

【目的】新型コロナウイルス感染拡大防止のため、リモート
での応急手当講習依頼を企業から受けたことを背景に、感染
拡大防止及び遠距離等の移動困難な受講希望者への効果的な
応急手当普及啓発を目的として実施した。

【対象と方法】指導者と受講者の通信資器材は、依頼企業が
Ｗｅｂ会議に用いているものを使用、カメラ越しに実技を確
認し指導した。ダミー人形は受講者側が準備可能な空のペッ
トボトル（小児２Ｌ、乳児１Ｌ）で代用、パンフレットについ
てはＰＤＦ化して事前配布とする。ペットボトルについては、
事前検証によりサイズを決定し、破損防止のために空の容器
でキャップを少し緩めて用い、万が一の破損に備えタオルを
容器と手の間に挟むよう指導した。また、ごく柔らかいタイ
プのペットボトルは用いないよう注意喚起した。指導者側の
資器材は通常の小児及び乳児のダミー人形とＡＥＤトレー
ナーである。

【結果】依頼企業社員３３名に乳幼児を対象とした応急手当
指導を行った。管内で受講する社員の方が中心であったが、
県外から参加の社員も受講生に含まれた。実技指導もカメラ
越しに問題なく行うことができ、事前検証で憂慮された代用
ダミー人形のペットボトルの破損についても発生せず、事故

なく実施することができた。
【考察】リモートでの応急手当普及啓発という条件の中、普
段使用している資器材を使用することができなくても、身近
なものを工夫して活用することで問題なく応急手当普及啓発
を行うことができた。併せて、遠隔地等で応急手当講習の受
講に障害がある方へも、通信機器等を準備すれば十分な講習
が可能であることが確認できた。
　今回のように、時代背景に応じて市民ニーズは多様化して
くることが予想されるため、従来の手技や方法にのみ囚われ
ることなく様々な工夫を行い、より安全で教育効果の高い応
急手当普及啓発を模索し続ける必要があると考える。
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一般発表１８ 応急手当普及啓発２・口頭指導

O-18-5 口頭指導プロトコール改正 
～通信指令員が心肺停止を早期に認知するために～

仙台市消防局

文屋　克洋、森　俊三

【目的】当局では１１９番通報時、通信指令員が口頭指導の適
応外と判断したが、救急隊到着時にＣＰＡだった事例（以下「未
認知ＣＰＡ」という。）を改善すべく、様々な訓練を行っている。
今回、口頭指導プロトコールの呼吸状態の確認方法を「胸・腹
部の上がり下がりの有無」から「胸・腹部の上がる回数が何回」
に変更、さらに「１０秒間で１回の呼吸回数は心肺停止と判断
する」とした。これにより、通報時に呼吸回数が１回以下の徐
呼吸や、死戦期呼吸を見逃すことなく心肺停止と判断できる
ことが期待される。本研究では、口頭指導プロトコールの変
更により「心肺停止を早期に認知できた症例」と変更後でも未
認知ＣＰＡ等で「口頭指導の適応外とした症例」を分析するこ
とで未認知ＣＰＡを減らし、口頭指導の更なる向上を目的に
検証した。

【対象と方法】期 間 と 対 象： ２ ０ ２ １ 年 １ １ 月 １ 日 か ら
２０２２年５月３１日まで
口頭指導プロトコール変更後のウツタイン調査対象症例　
６３８症例
検証①：通報者が１０秒間で胸・腹部の上がる回数を観察した
結果、１回だった症例を抽出し、救急隊到着時点の心肺停止
の有無、消防力の増強、予後について調査。

検証②：口頭指導無を抽出、通信指令員が聴取時に残す電子メ
モを個別に調査。未認知ＣＰＡ等の件数から通報内容のキー
ワード（延べ換算）を抽出し分析と呼吸回数の確認の有無を調査。

【結果】検証①は８症例あり、救急隊到着時点で全てＣＰＡ
だった。また、通報段階で全ての症例で消防力の増強が行われ、
その内、７件でドクターカーと連携救急隊が合流し活動して
いた。検証②は２２件あり、「呼吸苦」が７件と最も多く、次
いで「顔色が悪い」が４件、「反応あるが悪い」「唸っている」「努
力呼吸」「体が冷たい」が３件。一方、呼吸回数の確認でみると、
未実施が１７件だった。

【考察】検証①から口頭指導プロトコールの変更は、心肺停止
が迫っている徐呼吸や死戦期呼吸の見逃し防止に有効である
可能性がある。また、通信指令員の心肺停止の判断が早くな
ることによる、その後の部隊運用等、副次的な効果も確認で
きた。検証②から早期にＣＰＡに移行する可能性がある症例
や状態を示すキーワードを正確に通信指令員間で共有し、キー
ワードが聴取された場合に呼吸回数の確認を行うことで、こ
れまで気付けなかった症例からＣＰＡを認知することができ、
未認知ＣＰＡ事案を減らすことが可能になると考える。

O-18-6 大阪府豊能地域救急MC協議会教育小委員会指令管制業務検
討ＷＧの取り組みについて

1）池田市消防本部、2）大阪大学医学部附属病院高度救命救急センター、3）大阪府済生会千里病院千里救命救急
センター

山鹿　英之1）、水田　歩1）、入澤　太郎2）、林　靖之3）、織田　順2）

　大阪府豊能地域救急メディカルコントロール協議会教育小
委員会指令管制業務検討ワーキンググループ（以下、WG）は、
豊能地域の４消防本部（局）の指令管制業務を管轄するWGで
ある。
　WGは、当圏域内救急救命センター医師と各消防本部（局）
指令員を構成員とし活動している。これまで、指令員を対象
とした研修会の開催や、統一された口頭指導要領及び口頭指
導プロトコルの作成に取り組み、この度、正確な統計と新た
な課題抽出を目的とし口頭指導レポートの改正に至った。当
メディカルコントロール協議会（以下、MC）医師が構成員と
して監修するWGの取り組みと今後の展望について示したい。
　当WGの指令員の口頭指導技術の向上を目的とし、毎年、
口頭指導技法研修会を開催している。この研修会は、指令員
が様々な症例に対して通報者から聞き取りを行い、想定され
る病態・緊急度・重症度を判断し、必要に応じて口頭指導を
行う形式であり、実施後にディスカッション及び構成員医師
からフィードバックを受け、スキルアップに繋げている。
　さらに、令和２年からは口頭指導レポートの集計も開始し
ており、口頭指導が特に必要な心肺停止事案の到着時心肺停
止と到着時心室細動の症例を対象とした。集計の結果をWG

会議で議論し、今後の課題を抽出、検討した結果について指
令業務を行う職員に対して情報共有及びMC協議会へ報告し
ている。その結果、令和３年中の集計結果では心肺停止の認
知精度が上がり、口頭指導の実施率の増加も認められた。
　今年度は、新たな問題点や課題を抽出することを目的とし
口頭指導レポートの改正に至った。「通報段階で指令員が心
肺停止ではないと判断した理由」や、「救急隊の現着時の市民
による蘇生法評価」の項目など、新たな課題やさらに細かい
データを抽出するための項目を追加した。この口頭指導レ
ポートを活用した集計結果を基に、さらなる口頭指導実施率
及びバイスタンダーCPRの実施率向上に繋げていきたい。
　令和６年度には、当MC地域内の全市を含む５市消防本部

（局）による指令センターの共同運用が予定されている。指令
員の共通認識、能力の統一化を目指すだけでなく、１つにな
ることにより、さらに質の高い指令業務を提供できるよう
WGとして今後も取り組んでいきたい。
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O-18-7 Ｗｅｂ会議ツールを使用した口頭指導訓練により良質なバイ
スタンダーＣＰＲに導く

鳥取県西部広域行政管理組合消防局

盛田　智紀、香川　大輔、尾古　憲泰、船場　聖也、安達　智之、田代　裕一

【目的】近年、鳥取県西部広域行政管理組合消防局（以下、当局）
が管轄する鳥取県西部地区において心肺停止傷病者に対する
有効なバイスタンダーＣＰＲ実施率の低下がみられる（令和
元年６３．２％、令和2年６０．３％、令和3年５７．６％）。こ
のことから今後、ＣＰＡ傷病者の社会復帰率の低下が危惧さ
れるため当局では、指令員の口頭指導技術向上により良質な
バイスタンダーＣＰＲに導く取り組みを始めた。

【方法】一般市民対象の救急講習において、Ｗｅｂ会議ツー
ルを使用して救急講習会場と指令センター間で口頭指導訓練
を行い、受講者には実際に１１９番通報をしてもらう。指令
員の口頭指導により、受講者がＣＰＲを行う様子をリアルタ
イムに指令員が確認し、適宜指導内容を修正する。また、講
習に出向した指導員と訓練の様子を検証し、口頭指導を行う
際の言葉の使い方、伝え方を検討した。

【考察】これまで、指令員が口頭指導を行うことでバイスタ
ンダーがどのようなＣＰＲを行っているのか、確認できる機
会はなかった。Ｗｅｂ会議ツールを使用して口頭指導を可視
化することで、指令員が思い描く口頭指導とバイスタンダー
の実際の動きに乖離があることが分かった。最も乖離してい
た項目として胸骨圧迫の位置と強さが挙げられた。

　指令員が発した言葉に対するバイスタンダーの行動を、リ
アルタイムに確認し、言葉の選択や伝え方を工夫することに
より口頭指導技術の改善が図られ、良質なバイスタンダー
ＣＰＲに導くことができた。口頭指導によるバイスタンダー
ＣＰＲを見ることができない指令員にとって、このような訓
練機会は非常に有用であり、口頭指導技術を実際の１１９番
受付時に活かすことで、ＣＰＡ傷病者の社会復帰率向上に寄
与するものと考える。
　この取り組みにより、指令員が口頭指導で苦慮している傷
病者の体位変換等についても、Ｗｅｂ会議ツールを活用した
口頭指導訓練が有効であると考察する。

【結語】今回、救急講習会場と指令センター間でＷｅｂ会議
ツールを使用した口頭指導訓練を行った。一般市民の良質な
バイスタンダーＣＰＲをさらに普及させるために、口頭指導
を可視化した今回の取り組みは有効であり、継続していく必
要がある。
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2日目
1月27日（金）

第4会場2日目
広島市文化交流会館（銀河-B）
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一般発表１５ 他職種連携１・通信指令

O-15-1 高齢者福祉施設関係者との多職種連携ワークショップ研修に
ついて

神戸市消防局

北山　啓輔、田島　雅紀、横山　悟、中川　大輔、森田　歩、福田　剛司

【目的】神戸市長田消防署では『災害時の医療・介護提供協議
会』と共催で『多職種連携研修』を毎年実施している。令和3年
度は、高齢者福祉施設の職員に対し救急要請時の対応や日頃
からの連携、必要な準備についてワークショップ形式で研修
を行ったので、その効果について報告する。

【対象と方法】2021年11月、区内の多目的ホールに高齢者福
祉施設の職員14名が参加（感染防止対策のため人数制限を実
施）。各班にファシリテーター役として長田消防署の救急隊
員を1名ずつ配置。実際の緊急時（心肺停止）の状況に即し各
参加者が実際にとる行動を『YES』・『NO』カードを使用して
意思表示してもらう形で研修を行った。

（参加福祉施設団体）①特別養護老人ホーム　②グループホー
ム　③ケアハウス　④小規模多機能型居宅介護　⑤看護小規
模多機能型居宅介護　⑥サービス付き高齢者向け住宅

【考察】アンケート結果では、研修前の段階で『高齢者福祉施
設における救急要請ガイドライン』※１（以下ガイドラインと
する）の存在を知っていたと回答した参加者は50％、事案発
生時の救急隊への情報提供表を使用していると回答した職員
は42％であったが、研修後は、参加者全員がガイドラインの
内容、情報提供表の記入への理解、119通報後の救急隊の活

動方針（救急活動に最善を尽くす）などをそれぞれ理解できた
と回答した。
今後の多職種連携研修への参加についても『事例を踏まえた
研修に参加したい』、『救急隊、介護・医療職などの多職種の
交流は大変学ぶことが多い』など肯定的な意見が得られた。
救急隊員が各班のファシリテーターとして進行したことも、
各参加者同士で職場での経験談等、ディスカッションが活発
に行われ、高い学習効果を得られたと推察する。

【結語】『YES』・『NO』カードを使用したワークショップ形式
の研修は、参加者の救急対応能力の向上、ガイドラインの周
知、救急隊の活動方針への理解を得るための有効な方策であ
ることが実証できた。今後は対象を訪問看護師やケアマネー
ジャーにも拡大しDNARや居宅介護・訪問介護における対応
問題など、研修を更にアップデートしていきたい。
※１『高齢者福祉施設における救急要請ガイドライン』とは神
戸市消防局が平成19年9月に高齢者施設との連携を図り、適
切な救急車の利用を促すともに施設職員の救急要請時の現場
対応能力の向上を目指すことを目的とし策定したガイドライ
ン。現行は令和２年８月改正版。

O-15-2 医学生に対する病院前外傷教育において、地域の救急救命士
が果たす役割

1）前橋市消防局、2）群馬大学大学院医学系研究科救急医学

今井　諭1）、澤田　悠輔2）、織茂　一真1）、大嶋　清宏2）

【目的】本邦の病院前外傷救護に関する活動指針である
JPTEC™（Japan Prehospital Trauma Evaluation and Care）
に基づいた外傷教育は、これまでに主に救急隊員・救急救命
士を対象に行われてきた。我々は、臨床実習を行う医学部医
学科学生（医学生）の病院前外傷教育を目的に、2018年5月か
らプロバイダーコース相当に調整したJPTEC™ファースト
レスポンダー（FR）コースを定期的に開催し、地域の消防機
関に所属する救急救命士が指導者として必ず参加してきた。
今回、我々は、JPTEC™FRコースを受講した医学生と指導
した救急救命士へのアンケートを用いて、救急救命士が医学
生の教育に果たす役割について検討した。

【対象と方法】対象は、2019年1月から2020年12月までの2年
間、JPTEC™FRコースを受講した群馬大学医学部医学科4・
5 年生209名（全30回、1班7～8名）、および指導を行った救急
救命士22名とした。方法として、医学生に対しては「病院前
外傷診療能力への自己評価、FRコースの満足度・感想など」、
救急救命士に対しては「医学生の病院前外傷診療に対する理
解度や能力に関する評価、指導上の工夫、指導の動機や意義
など」からなるアンケート調査を行った。

【結果】受講した医学生のアンケート結果からは、コース受

講により、特に資機材等を用いた基本手技の自己評価の優位
な向上が認められた。また、救急隊員が行う現場活動を深く
理解することに繋がったことが明らかになった。指導した救
急救命士のアンケート結果からは、事前知識の豊富さや理解
力の高い医学生が受講生ということを背景に、多様な指導方
法の獲得に役立ったという意見や、消防組織における指導技
術向上にも役立ったという意見があった。また、医学教育に
携わることへの意義を見出したという意見が大半を占めた。

【考察】本調査により、医学教育に地域の救急救命士が関わ
ることで、医学生の観察手技の向上だけでなく、病院前救護
体制に対する理解が深まったことが明らかになった。また、
救急救命士も日常業務だけでは得難い指導の機会を得ること
で、更なる指導技術の研鑽を積むことが可能となった。救急
救命士がJPTEC™の指導を行うことで、医学生にもロード
＆ゴーの概念が浸透するようになり、将来的な医師と救急救
命士の相互理解に繋がると考えられた。
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O-15-3 病院救命士と消防救命士の連携について

1）大阪市消防局、2）国立病院機構本部 DMAT 事務局、3）国立病院機構大阪医療センター

三木　大輔1）、和田　広大3）、若井　聡智2）、大西　光雄3）

【はじめに】令和3年10月の救急救命士法一部改正（以下：法令
改正）によって、一部の医療機関では救急救命士が雇用され、
病院で働く救急救命士（以下：病院救命士）が、救急初療室等
で活躍していることが知られている。これまで救急隊の救急
救命士（以下：消防救命士）と医療機関の関りは、医師や看護
師が一般的であったが、救急救命士の資格を有している者同
士で関わることが可能となった。

【目的】円滑な搬送連絡や、傷病者の引継ぎ等のため、病院
救命士と消防救命士の連携の在り方や、課題について調査す
ること。

【対象と方法】病院救命士と消防救命士の連携について、そ
れぞれの課題を共有するためにリモート研修会を開催した。
大阪府下の医療機関及び消防本部に所属する、各救急救命士
に対して連携に関するアンケート調査を行った。

【結果】リモート研修会では全国7府県の医療機関や消防本
部、教育機関の救急救命士に、医師、看護師も加わって各地
域の現状と課題、今後の展望についての意見交換が行われた。
アンケート調査の有効回答件数は90件（病院救命士18件、消
防救命士72件）設問例１「改正された法令の内容を知っていた
病院救命士は100％に対して、消防救命士は72.2％（大まかに

知っていたのが、その内45.8％）」設問例２「搬送先に病院救
命士がいて良かった事はありますか？はい29％（全体的に対
応がスムーズ、話しやすい）」設問例３「効果的と考えられる
連携は？①搬送連絡、②病院実習中のサポート、③予後や検
査結果等の情報提供、④傷病者の引継ぎ、⑤集団災害での現
場協力、上記の順に意見が多かった」その他にも、医師との
仲介、同じ資格者同士での意見交換会を開催してほしい、救
急車の同乗実習、その他情報の共有と建設的な意見が多数寄
せられた。

【考察】法令改正から間もない事もあって、各医療機関によっ
ては病院救命士の運用有無や、運用の開始時期、配置部署、
担当業務等に違いがあり、中には運用体制が整備中である施
設が複数あった。救急救命士として同じ教育を受けたことに
よって、搬送連絡や、傷病者の引継ぎが優位になるかもしれ
ない。この連携の在り方ついては、各医療機関と各消防本部
の関係性によっても異なることが考えられ、今後も医師や看
護師等の他職種も交えた相互理解を更に進める必要がある。

【まとめ】より円滑な搬送連絡や傷病者の引継ぎ等に、病院
救命士と消防救命士の連携強化が期待される。

O-15-4 全国救急自主勉強会連携ネットワークの設立について

君津市消防本部

植田　正範

【背景】全国には自己啓発を目的にした救急隊員による自主的
な勉強会の団体（以下:団体）が幾つか存在しており、各団体で
は救急隊の現場活動に関する標準的な研修の他に、各地域の
抱える特性として、山間部に離島を抱える海岸部、都市部や
大型イベントが毎年開催される地域に、ドクターカーやドク
ターヘリ等と他職種との連携について、各団体の地域性よっ
ても扱われる研修テーマには違いがあることが考えられた。

【目的】これまでの各研修会は単一団体での開催が通例で、他
団体との交流の機会は少なく、全国の各団体と連携するため
のネットワーク化を図り、団体の運営ノウハウを共有し、研
修テーマの多様化や、各研修会の参加者募集、広報等、共通
の課題に取り組むこと。

【方法】本ネットワークを活用して、各団体が開催する研修会
の相互参加と、本ネットワークでの合同研修会の開催。

【結果】各団体が開催する研修会の情報共有によって、これま
で参加する事がなかった、他団体が開催する研修会への参加
が可能となった。
研修会の運営ノウハウについては、各団体の世話人が参加し
てのリモート会議をこれまで５回開催して、テーマの設定方
法や、研修会の進め方に関しての課題や工夫について、建設

的な意見交換が行われた。合同研修会は同年６月に３団体か
ら２０名が参加する「病院救命士と消防救命士の連携につい
て」、同年７月には４団体から３０名が参加する「消防での安
全管理について」をテーマに全国各地から参加者が集う研修
会を、それぞれリモートで開催することができた。
この取り組みを通じて２０２２年８月現在では、本ネット
ワークへの参加団体は１５団体に拡がった。
今後も継続的に合同研修会を開催する計画である。

【考察】本ネットワークを通して、これまで経験できなかった
研修にも参加が可能となり、得ることが困難なノウハウを学
ぶ機会にもなった。救急隊員としてのスキルアップの他にも、
これまでの各団体によって培われた創意工夫や、各地域の特
性を知ることによって、改めて自らの団体や地域の特性を見
直す貴重な機会にもなった。また、各団体が開催する研修会
の相互参加では、運営協力によって運営スタッフと参加人数
が安定化され、各団体の関係者同士での交流の場にもなった。

【まとめ】今後も本ネットワークに参加する団体や仲間を全国
的に拡げながら、救急隊員の自己研鑽や交流の機会の活性化
を進める計画である。
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O-15-5 ポンプ隊が先着した院外心停止の特徴及びＰＡ連携の効果に
ついて

白山野々市広域消防本部

高田　康平、中村　陽一、中西　真一、白座　政和、清水　光治、北村　慎吾、武田　到、
水本　皓大、石野　洋平、酒井　大和

【目的】院外心停止（OHCA）時、早期消防隊接触やマンパワー充足などの観点
からPA連携による出動が全国各地で行われている。当消防本部では全国に先
駆けて平成16年から行われており、通報内容からOHCAが疑われる際は全て
がPA連携出動されている。これまでの先行研究で、OHCAにおけるPA連携
は、現場活動時間の短縮や胸骨圧迫の質向上などの効果が報告されているが、
OHCAにP隊が先着した際の特徴や効果について検討されていない。この研究
はP隊が先着したOHCAの特徴を分析するとともに、PA連携の効果について
検討する。

【対象と方法】平成25年1月から令和3年12月までの9年間に、当消防本部管内で
発生した全OHCA1,208例のうちPA連携が行われた1,155例を抽出し、P隊先着
群133例とA隊先着群1,022例の2群に分類して、覚知から傷病者接触までの時
間、管轄区域外救急隊の出動率、初期心電図波形、自己心拍再開率及び1ヵ月
後脳機能良好率（脳機能カテゴリー CPC 1または2）について比較検討する。さ
らに目撃された心原性心停止、除細動適応初期心電図波形に限定した症例で
自己心拍再開率及び1ヵ月後脳機能良好率を比較し、OHCAにP隊が先着した
際の特徴や効果について検討する。統計解析はMicrosoft Excelを使用し、カ
イ二乗検定及びｔ検定を行いP<0.05を有意水準とする。

【結果】当消防本部のOHCAにおけるPA連携実施率は95.6%（1,155例/1,208例）
で、このうちP隊が先着したのは11.5%（133例/1,155例）だった。P隊先着群は
A隊先着群と比較し、覚知から接触時間が有意に短く（中央値 ［25%-75%四分

位範囲］ : 7分 ［6分-8分］ vs 8分 ［6分-9分］ : P<0.01）、出動管轄区域外の救急隊
が出動した際にP隊が先着している割合が高かった（66.2% vs 7.6% : P<0.01）。
全OHCAにおける病院前自己心拍再開率（17.3% vs 21.0% : P=0.32）、1ヵ月
後脳機能良好率（5.3% vs 4.6% : P=0.73）に差は認められなかった。目撃され
た心原性心停止に限定した場合、病院前自己心拍再開率（41.7% vs 38.4% : 
P=0.76）、1ヵ月後脳機能良好率（20.8% vs 20.8% : P=0.99）、さらに目撃された
心原性心停止で初期心電図が除細動適応波形に限定した場合、病院前自己心
拍再開率（80.0% vs 50.0% : P=0.20）、1ヵ月後脳機能良好率（60.0% vs 42.9% : 
P=0.46）ともに差は認められなかったが、P隊が目撃された心原性心停止で初
期心電図が除細動適応波形の症例に先着した場合の病院前自己心拍再開率は
80.0％、1ヵ月後脳機能良好率は60.0%と非常に高い結果だった。

【考察】OHCAにおけるPA連携は、特に救急隊が直近消防署から出動できない
際にP隊がA隊より早く傷病者に接触することができ、早期CPR開始や早期除
細動が行える利点がある。今回の検討ではP隊が先着したOHCAはA隊先着と
比較し、病院前自己心拍再開率及び1ヵ月後脳機能良好率に有意差は認められ
なかったが、OHCAでP隊が先着することは目撃された心原性心停止で、初期
心電図が除細動適応波形である際に、より効果が高い傾向がみられた。P隊に
対しての救急訓練を行う際、胸骨圧迫や人工呼吸の手技を反復訓練すること
はもちろんのこと、基本的な重要事項である迅速出動、早期CPR開始、早期
AEDパッド装着、早期除細動を徹底して教育することが大切である。

O-15-6 通信指令員が心肺停止認識に影響を及ぼす要因の検討 
～１１９番通報記録の解析から～

1）稲敷広域消防本部、2）帝京平成大学大学院健康科学研究科、3）岩手県医療局参与兼県立山田病院総合診療科長

椎名　猛美1）、阪本　奈美子2）、鈴木　宏昌3）

【目的】心肺停止（Cardiopulmonary arrest,以下CPA）傷病者に
はバイスタンダーによる早期の心肺蘇生（Cardiopulmonary 
resuscitation,以下CPR）が救命率向上に重要とされている1）。
しかし通信指令員がCPAを認識できずバイスタンダーCPRを
促す口頭指導ができなかった事例が国内外の文献で1～2割存
在する2）3）。そこで通信指令員と通報者の通話記録を詳細に聞
き取り,119番通報時のCPAの認識に影響する要因を検討した。

【対象と方法】首都圏にある人口約30万人の某消防本部管内
で,2018/4/1～2019/3/31の期間に確認された全CPA325例の
うち,通話記録なし,搬送適応外などを除外した208例を対象に,
①119番通話記録（音声）をテキスト化し,②CPAと認識し口頭
指導されたR群と,認識されず口頭指導されなかったNR群とに
分け,③通報内容を通報者要素（8項目）,傷病者要素（9項目）,通
信指令員要素（3項目）,通話内容要素（6項目）の26項目に分類し
た。④各項目でR群とNR群の群間比較を行い,さらにどの項目
がCPA認識に影響する要因かロジスティック回帰分析を行っ
た。いずれもp<0.05をもって有意とした。

【結果】R群は177例,NR群は31例（14.9%）であった。通報内容の
順序は全事例で意識の確認に次いで呼吸の確認であった。呼
吸確認のキーワードは「呼吸」と「息」だったが,胸腹部の動きを

指令員が質問した事例もあった。通報者要素では通報者の「興
奮あり」が,通報内容要素では胸腹部の動きを「聞かなかった」
ことがNR群で有意に多かった。ロジスティック回帰分析では
通報者の「興奮あり」「目撃なし」が誤認に,「胸腹部の動き」の確
認がCPAの認識に影響を及ぼす要因となっている傾向がみら
れた。

【考察】119番通報時,通報者の興奮や目撃がない場合に通信指
令員がCPAを認識できない可能性が高く,胸腹部の動きを確認
することで,CPAの認識が高まる可能性が示唆された。本研究
では全ての通話記録を聴取することで詳細な交信内容・通話
手順が評価できた。呼吸の確認では胸腹部の動きを確認する
ことがCPA認識率を向上させる可能性があると考えられる。
参考文献
1）日本蘇生協議会 JRC蘇生ガイドライン2020
2）Miranda Lewis,A.Stubbs,S.Eisenberg,Dispatcher-Assisted 
Cardiopulmonary Resuscitation Time to Identify Cardiac 
Arrest and Deliver Chest Compression Instructions. 
Circulation128.p1522-1530.2013.
3）坂本哲也,阿南英明,内海孝三他,通報内容からの心停止及び多
数傷病者の察知と対応に関する研究.p6-8.2018
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一般発表１５ 他職種連携１・通信指令

O-15-7 呼吸困難を訴える本人通報事案の課題と対応策

堺市消防局

澤野　博一、松本　尚樹、矢野　治郎

【背景・目的】救命率を向上又は低下させている要因を探るた
め、本部付けの救急隊員間でブレインストーミングを行った。
傷病者本人からの１１９番通報により出場した救急事案のう
ち「玄関扉が施錠されていることにより傷病者への接触に時
間を要した」という事案を経験したという意見が多かった。
こうした症例は「本人からの通報」、「現病発症後、急速に増悪」
といった点から、傷病者に速やかに接触できなかったことが
傷病者の予後に大きな影響を及ぼすものと推察されるため、
その実態を調査・分析し、対応策を講じることで今後さらな
る救命率の向上につなげることを目的とする。

【対象と方法】当局の救急統計データ、過去５年間（平成２９
年１月から令和３年１２月まで）の全救急事案の中から、「本
人通報」且つ「ウツタイン該当事案」を抽出し、「現場到着から
傷病者接触までに要した時間」５分未満の群（A群：１８症例）
と５分以上の群（B群：６症例）に分類し、その１か月後生存
率を比較した。

【結果】２ つ の 群 を 比 較 し た １ か 月 後 生 存 率 は、A群 約
２８％、B群０％であった。
B群において、接触までに時間を要した理由として最も多
かったのは、救急隊到着時に玄関が施錠されている状態で

あった（４／６症例）。通報時に指令管制員から傷病者本人に
対して玄関の解錠を依頼したものの、救急隊到着時に玄関は
施錠状態のままであり、到着後に救助隊要請が行われていた。
これらの事案について指令内容を確認したところ、「呼吸困
難」を訴える傷病者が大半を占め、特に「呼吸困難がひどく詳
細聴取不能」との指令内容がひとつのキーワードとなってい
ることが分かった。

【考察】呼吸困難を訴える本人通報事案では、玄関解錠が確
認されるまでは電話回線を切断しないこと。また、確実な解
錠が確認できていない場合には、可及的速やかに救助活動を
目的とした応援要請を実施すること、更にはオペレーターの
判断により救助隊を出場させる指令システムのルールを構築
することが、傷病者接触を遅延させないための有効な対応策
となる。
また、通報時に会話ができないほどの呼吸困難を訴える場合
には、傷病者の急変を前提とし、活動方針を決定することが
更なる救命率の向上に繋がるものと考える。
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一般発表１９ 多職種連携２

O-19-1「訪問看護」実習がもたらす地域医療連携の可能性について

諏訪広域消防本部

伊藤　博道

【目的】救急活動における情報の確保は、医療機関から求め
られる情報も多くなり、日々難しくなっていると感じる救急
隊員は多いのではないでしょうか。また、超高齢社会を迎え
た現在は独居、親族疎遠などにより、さらに情報源は少なく
なり、活動時間の延伸に拍車をかけている。「情報の確保」と
いう難題を考えた時、訪問看護実習で在宅療養される方の説
明を受けていたことで、救急出動で円滑な活動につながった
症例を経験したことから、実習の有効性と可能性について考
察し、共有することを目的とした。

【症例】９月某日１時、８８才男性。自宅で咽頭痛を発症し
傷病者本人から救急要請。出動時に以前実習で説明を受けた
利用者であり、場所も把握できていたため、活動方針と事前
情報を隊員に周知することができた。住宅玄関は分かりづら
い場所であったが、救急車直近部署し検索することなく傷病
者へ接触した。接触後、癌のため普段から全身に痛みがある
など、把握している既往症や病状、どのような経過や理由で
在宅療養を利用しているか、処方薬が変わっていないかなど、
比較検討しながら観察と聴取をすることができた。その後救
急車へ搬送途中、玄関のところで大声を出しながら男性が飛
び出してきたが動揺することはなかった。障害のある息子が

同居しており、父親を心配して出てきたと分かっていたため、
連携を乱すことなく、安全に車内収容し搬送することができ
た。収容先病院にも訪問看護が介入している旨説明すること
ができ、円滑な収容となった。

【考察】訪問看護の対象は、乳児から１００歳以上まで幅広
い。慢性疾患（COPD、糖尿病、癌など）の観察は、急性増悪
時の比較判断において有効である。処方薬はどのような効果
を期待して医師が処方しているのか知ることができ、どのよ
うな症状で救急要請する可能性が高いか、不安を抱える利用
者と家族とのコミュニケーション、キーマンは誰かなど医師
や看護師からOJTを受けることができる。在宅療養利用者や
家族は救急搬送に対する関心が高く、救急救命士が疑問に答
えることで、救急要請時の準備や理解の促進につながってい
た。訪問看護実習は消防が地域医療とつながり、ACPへの
取組など、在宅療養利用者と家族、看取りに介入する訪問看
護師の方々から直接学ぶことのできる、貴重な機会となって
いる。

O-19-2 関係機関との連携で、発症から社会復帰までを一連で確認で
きた心肺停止例

1）西はりま消防組合、2）社会医療法人三栄会ツカザキ病院

梶原　凜太1）、山本　直弥1）、山根　大輝1）、石野　拓志1）、福田　光雄1）、時山　晋一1）、
小野　愛加2）、河本　智美2）、森脇　和希2）、萩倉　新2）

【目的】商業施設駐車場での心肺停止事案で、発症から救急
隊接触までの状況が、施設防犯カメラ映像で確認でき、搬送
先医療機関との症例研究会により発症から社会復帰までを一
連で確認できた心肺停止例を経験したので紹介する。

【症例】当該施設職員の72歳女性、終業後、自転車で帰宅途
上に駐車場で卒倒する。防犯カメラの画像から時系列を確認
したところ、自転車で移動中に約10秒静止した後に倒れこ
み、目撃者が1分弱で接触する。3分後に119番通報し、4分後
に胸骨圧迫を開始する。心肺停止の推定時刻から10分後に除
細動が実施され、11分後に自己心拍、自発呼吸共に再開する。
救急隊接触時、施設駐車場に仰臥位で有効な胸骨圧迫が実施
されていた。総頸動脈触知できず、下顎呼吸を認め心肺停止
と判断する。車両直近のため衆人環視抑制を目的に車内収容
を優先する。初期心電図波形にVFを確認し、除細動を実施。
約1分後に体動を確認し、BVM換気に抵抗を認める。総頸動
脈で充実した強い拍動が確実に触知でき、毎分12回以上の胸
郭挙上を認め、十分な換気が行われていると判断しCPRを中
断する。瞳孔は両側3mm、対光反射消失、眼位正中。ROSC
後の12誘導心電図波形は前胸部にST上昇及び心房細動様の
波形を認める。呼吸音に副雑音は認めず。自発呼吸、高濃度

酸素投与下で循環の改善を認めた。また、有効な血圧を確認
したため、心肺機能停止前の静脈路確保と輸液については実
施せず。緊急PCIを施行できる直近専門施設を選定し、医療
機関到着後、意識清明に改善する。

【結果・考察】心室細動の継続時間は4分から5分程度とされて
いる中、当該施設にはAEDの設置は無く、本事案では心肺
停止の推定時刻から10分後に救急隊が除細動を実施してい
る。バイスタンダーは搬送先医療機関の医療従事者で心肺停
止の判断は適切に実施されている。早期から実施された有効
な胸骨圧迫が、心室細動の継続時間を延長したことが予想さ
れる。また、商業施設から映像データの提供を受け、バイス
タンダー及び搬送先医療機関と症例研究会を行い活動及び治
療過程を振り返った。専門医からは、人工呼吸を省いた胸骨
圧迫のみのCPRであったが、障害無く完全社会復帰に至って
おり、改めて胸骨圧迫の重要性を教授された。傷病者につい
ては、AMI（左前下行枝閉塞）で、即日PCI施行により、2週
間後に軽快退院したことを確認する。
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一般発表１９ 多職種連携２

O-19-3 消防機関，地域住民，医療機関が連携し活動したトラクター
挟まれ救助事案

備北地区消防組合消防本部

三浦　直也、小川　靖太郎

　重症外傷が予測される事案では，医療スタッフが早期に現
場介入することで，救命率の向上や後遺症軽減につながるた
め，ドクターヘリを即時要請することが肝要である。また，
安全が確保されていない現場では救急隊のみでの活動に限界
があるため，他隊連携が必須であり，迅速さと併せ，いつに
も増して慎重な活動が求められる。今回，水田内の救助事案
において，ドクターヘリ，ＭＣ医師等各関係機関，付近住民
及び救助隊と連携した活動を報告する。
　指令内容は，８７歳男性１名がトラクターの下敷きとなっ
たもの。ドクターヘリを即時要請中であるが，広島県ドクター
ヘリは他事案対応中，島根県ドクターヘリは天候不良のため
飛来不可，広島市消防ヘリ（医師ピックアップ）を要請中，救
助隊を同時出動させたとの指令を受ける。救急隊接触時，傷
病者は水田内においてトラクターのロータリーに腰部及び左
下肢が挟まれた状態で右側臥位，バイスタンダーの土木作業
員がトラクターを用手及び木の棒を使用し，てこの要領で支
えている。呼吸３０回／分，脈拍８０回／分（橈骨動脈で充
実触知），意識清明，腰部及び左下肢の痛みを訴える。本人
によると，ロータリーの状態を確認していた際に挟まれたと
のこと。負傷状況は，トラクターに挟まれた状態及び水田内

のため正確に把握できないが，クラッシュ症候群及び出血性
ショックに陥る可能性を考慮する。救助隊到着まではトラク
ターの安定化のため，付近住民に鋼管の手配（てこの強化）や
瓦の集積（地盤安定化）を依頼する。救助隊到着後，救出まで
に時間を要すると判断し，医師を現場要請する。救出前には，
ＭＣ医師へ輸液指示要請に加え，処置のタイミング等につい
て指導・助言を受け活動した。救出後に負傷部位を確認する
と，左下肢背側に剥皮及び開放創を確認，容態変化は，脈拍
数の増加及び寒気の出現を認めた。車内収容し観察及び止血
処置を行っている際に，医師が現場到着し観察及び輸液を実
施，医師同乗のもとヘリポートに向かい，傷病者はヘリコプ
ターで三次医療機関へ搬送となった。
　ドクターヘリ即時要請，救助隊連携，付近住民の協力，
ＭＣ医師の指導・助言，ヘリ警戒隊の医師搬送による医師の
現場投入等，救出までに時間を要する現場に対し，それぞれ
の役割が結実した事案であった。同じ現場は二度とないが，
各方面が連携活動の重要性を改めて共通認識することが，地
域医療の充実につながると感じた。

O-19-4 地域連携により解決を図った搬送困難症例について

函館市消防本部

山田　直樹、藤野　峻、志賀　広規、遠藤　紘生、谷口　友公

【目的】当市では病院収容までに６０分以上を要した全事案
について調査を実施しており，その理由が“傷病者の説得”で
ある事案は少なくない。過日，救急搬送にあたり，傷病者か
ら「同居の娘を残して病院に行くことはできない。」との申し
出があり，一方で，娘からは救急車への同乗について同意を
得られず，搬送開始までに時間を要する事案を経験した。救
急隊のみでは解決できず，各関係機関との連携により病院搬
送に至ったものであり，救急活動における地域連携の重要性
を報告したい。

【症例】市営住宅３階居住の６０歳代女性，動けない，会話
困難，同居の娘は支離滅裂な発言との指令により出動した。
救急隊到着時，現場にいた警察官および住宅都市施設公社職
員から「下階の住人から水漏れがあるとの連絡があり駆け付
けたところ，傷病者は衰弱しており，同居の娘は支離滅裂な
発言を繰り返している状態であった。」と聴取した。傷病者の
観察結果は，意識レベル：ＪＣＳ１，呼吸：毎分２０回，脈拍：
毎分９０回，血圧：１５２／８７，ＳｐＯ２：９５％，体温：
３６．９度，ツルゴール低下あり，口腔内乾燥状態，２週間
ほど前から食思不振とのことであった。救急搬送を要すると
判断したが「統合失調症の娘は家から出られる状態ではなく，

近隣に娘の面倒をみてくれる者はいない。娘１人を残すこと
はできない。」とのことで，傷病者から救急搬送を拒否された。
救急隊の説得だけでは救急搬送の同意に至らず，地域包括支
援センターへ連絡し解決を図った。その後，民生委員が一時
的に娘を保護し，市保健福祉部および地域包括支援センター
職員が定期的な支援を行うことで各関係機関が調整，傷病者
は覚知から約４時間後に病院収容された。

【結果・考察】救急搬送を要する傷病者が搬送を拒んだ原因は
何か。その原因を把握し取り除くため，地域包括支援センター
をはじめとする各関係機関と連携した事案である。高齢者支
援と精神障がい者支援という多面的なアプローチを要する複
雑な事案であったものの，病院収容までに長時間を要してお
り，時間的制約のある救急活動において課題が残った。いず
れにしても，高齢・介護，障がい，子ども，生活困窮など地
域のニーズは複雑多様化しており，救急活動において各関係
機関や住民との連携・協働が重要性を増していくことになる。

第
1
会
場

1
日
目

第
2
会
場

第
3
会
場

第
4
会
場

第
5
会
場

第
6
会
場

第
7
会
場

第
1
会
場

2
日
目

第
2
会
場

第
3
会
場

第
4
会
場

第
5
会
場

第
6
会
場

第
7
会
場

2
日
目

第
4
会
場



The 31st National Ambulance-crew Symposium� 171

一般発表１９ 多職種連携２

O-19-5 クラッシュ症候群疑いに対するＤｒヘリとの連携

幡多中央消防組合消防本部

野町　優、稲戸　一貴、増田　洋平

【目的】自宅内で、自重により発生したクラッシュ症候群を疑う
特異症例を共有し、類似事案において救命に繋げることを目的と
する。

【症例】発 生 日：令和４年４月某日
　通報内容：「５４歳の男性が階段下に倒れており、喋りにくく
手が動かないと訴えている。｣
　接 触 時：自宅１階階段下の狭隘なスペースに左側臥位。倒れ
ている理由を本人は覚えていないが、現場状況から階段を転落し
た可能性が高い。また、倒れた時点から２０時間程度は経過して
いることが判明する。
　初期評価：ＪＣＳⅠ－１　呼吸様式は正常　右橈骨動脈は触知
充分（右上肢は運動可能）　主訴は喋りにくさ。
　全身観察：明らかな外傷はないが、左上腕部が体幹の下敷き。
左肘部より末梢が赤黒く著明に腫脹し、左橈骨動脈は触知不可。
左上肢と両下肢に運動及び知覚麻痺を認める。通報内容では脳疾
患を疑っていたが、全身観察の結果、頸椎損傷及びクラッシュ症
候群を疑う。
　活動概要：接触から５分後、指令室にDｒヘリ要請を依頼。バ
イタルサイン測定と除細動パドル装着。脈拍数５４回／分　血圧
１０３／５６ｍｍＨｇ　ＳｐＯ２値９８％（ＲＡ） 体温３６．４℃

　医師の指示を得て静脈路確保を実施し、急速輸液を開始。Ｄｒ
ヘリ要請から３４分後、フライトＤｒ及びＮｓが現場到着。観察
と２本目の静脈路確保が行われ、合計１Ｌの輸液後に体位変換及
び全身固定を実施。Ｄｒヘリ基地病院内の救命救急センターへ搬
送される。

【結果・考察】傷 病 名：クラッシュ症候群、外傷性頸髄損傷、頸椎
脱臼骨折、両側椎骨動脈損傷
　本症例は、階段からの転落による頸椎損傷により、左上肢が体
幹の下敷きになったまま長時間動くことができず、自重によりク
ラッシュ症候群を発症した比較的稀な症例である。しかし、「長
時間倒れたまま」という状況は決して稀ではない。長時間圧迫さ
れている部位を見逃さず、所見があれば積極的にクラッシュ症候
群を疑うべきである。また、本症例のようにクラッシュ症候群は、
何らかの合併症を伴っている可能性が高いため、多角的な視点に
よる観察と総合的な判断が必要と考えられる。
　そして何より、傷病者の全身固定を行うまでの過程には、下敷
きの解除に伴う致死性不整脈の出現に加え、頸椎損傷を増悪させ
るリスクがあった。しかし、Ｄｒヘリを要請し、医師との連携が
行えたことで、容態変化への対応範囲が大幅に拡充されたと考察
する。

O-19-6 精神疾患搬送困難事案から学んだ他機関連携と柔軟な対応の
重要性について

彦根市消防本部

左近上　卓、馬渕　仁寿、村木　邦政

【目的】精神疾患事案は、病者の言動に対して臨機応変な対応
が必要で、いかに安全に専門病院へ搬送するかが肝要となる。
　今回、医師や警察と綿密に連携し、柔軟に対応したことで
改めて連携の重要性を再確認できた事案を報告する。

【症例】「30代女性、2日前から眠ることなく自宅の玄関で話
し続けている」との内容で出場した。病者は躁状態で支離滅
裂なことを話し続け、時折攻撃的な行動をとり、また、半裸
状態で周囲は糞尿で汚染されていた。接触した家族は疲弊し
た状態であり、かかりつけ医から救急車で受診するようにと
伝えられた。現場での安全管理に迷ったため、現場から所属
の先輩救急救命士およびかかりつけ医に助言を求め、救急隊
のみでの活動は困難であり警察官を要請して安全管理を徹底
して搬送することとした。
　後着した警察官に経緯説明と活動方針の共有を行い、病者
への刺激を最小限にするためコンタクトは救急隊のみとし
た。家族に今後の活動について説明を行い、同意を得た後
に警察官と協力し車内収容した。かかりつけ医へ再度連絡を
行った際には、サイレンは吹鳴させず搬送するように助言を
受けた。警察官に同乗を依頼して搬送を開始し、約4時間に
わたった本事案は、無事に医師へ引き継いだ。診断結果は「非

定型精神病」であった。
【結果・考察】この事案を通じて改めて他機関連携と柔軟な対
応の重要性を再確認できた。救急活動における他機関連携は
普段の業務内容の違いから敬遠しがちであるが、当事案のよ
うに病者を安全に搬送するという共通認識のもと、各機関や
家族に活動方針の統一を図り、適切な治療へ導くことが肝心
である。また、今回の精神疾患事案では興奮を避けるためサ
イレンを吹鳴させないなど「傷病者ファースト」の考えで、容
態に合わせて安全に適切な病院へ搬送することが活動の肝に
なる。
　「急がば回れ」とことわざであるように、搬送困難事案は時
間をかけてでも柔軟に各機関と連携して対応することは、結
果として傷病者にとって最適な活動になる。また、恥ずるこ
となく経験豊富な先輩救急救命士に助言を求めることも、最
適な活動への道しるべとなるに違いない。多岐多様な環境下
で活動する救急隊として、傷病者のために連携すべき他機関
の選択肢を増やすこと、的確な判断および柔軟な対応力を磨
くことは、救急隊を必要とする人々のために必要な「ファク
ター」の一つであることを再認識させられた。
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一般発表１９ 多職種連携２

O-19-7 頻回利用者への対応について

千葉市消防局

佐藤　亮太、福島　洋

【目的】救急車の適正利用は喫緊の課題であり、中でも救急
要請を1日に数回行う頻回利用者の存在は本来救急医療を必
要とする市民の元へ救急隊がより早く対応できなくなってし
まう事態を憂慮され組織としての対応は必要不可欠であると
考える。
今後、高齢化に従い救急需要の増加が予想される中、本市で
の頻回利用者への対応の一例を示すことで、今後の対策の一
助になることを期待し症例を発表する。

【症例】対象傷病者は５３歳男性、独居で無職。既往歴として、
うつ病、過敏性腸症候群がある。
令和４年５月から令和４年６月の２か月間で１２４件（急病：
１２０件　一般負傷：２件　自損：２件）の救急要請があり、
医療機関へ搬送したのが１６件（急病：１５件　自損：１件）
であった。
現場の救急隊の対応としては、観察及び状況聴取を行い、希
望する医療機関や当番病院などへの医療機関照会をするも、
近医ではトラブルの経過を抱えており搬送先を決めるのに苦
慮していた。
時に、救急対応中に対象傷病者が興奮状態になることが見受
けられ、また、上記のとおり救急要請数が頻回に及んでいた

ため他機関との早期の連携が必要と判断し、千葉市保健福祉
局健康課、千葉市中央区障害者基幹相談支援センター（千葉
市保健福祉局が委託した団体）、救急車適正利用促進業務委
託事業者（NPO法人）、局救急課及び中央消防署救急係によ
り頻回利用者の対策として対象傷病者に働きかけを行った。
様々な対応を行っている中、多くの人々が対象傷病者と関係
を持つことで、精神的な不安の軽減や身体的な症状の緩和が
みられるようになり、しだいに不適切な救急要請がなくなり

（７月は救急要請０回）、現在では自立的な生活を送ることが
できるようになった。

【結果・考察】各関係機関と連携し、対象傷病者にあらゆる働
きかけを行えたことで、必要な行政サービスを提供し早期に
不適切な救急要請の回数を減らすことができた。
対象傷病者は、精神的不安定で飲酒等によりあらゆるトラブ
ルを起こし、支援が必要な状態であったが、支援の相談先が
わからず、救急要請している状況であった。
支援の連鎖の第一走者となるのが救急隊です。
今後の類似事案にも、十分な情報収集と必要に応じた早期の
関係機関との連携により対応を図っていきます。
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スキルセミナー１ 「聴診トライアル」～聴診による観察能力の向上～

SS1 必ずできるようになる！ 
＃聴診 ＃呼吸音 ＃Ｂの異常 ＃できる救急救命士

広島市消防局

貞森　拓磨、岸田　正臣、小林　有希

　皆さんは呼吸に関してどのような項目を医療機関に
伝えていますか？

　呼吸回数、呼吸様式、SPO2、ETCO2などでしょうか。
その中に聴診所見は入っていますか？
　医療機器が進歩した現在においても呼吸音の聴診は
呼吸状態の把握において簡便かつ有用な情報を取得す
ることができます。持ち運べる資機材に制限がある病
院前救護において聴診器は必須のアイテムなのです。
しかし、その聴診の評価は聴診者の主観に委ねられて
おり、呼吸音の適切な評価には十分なトレーニングが
必要です。トレーニングというと仰々しいですが、要
は正常音と異常音を覚えてしまえば良いのです。
　例えば呼吸音の評価は、イントロ当てクイズに似て
います。その曲を知っているか知らないかで解答でき
るかできないかの差がでます。聴診器をあてて耳から
聞こえる呼吸音を知っていれば評価可能で、知らなけ
れば評価不能です。
　今回のスキルアップトレーニングでは、まず呼吸音
の成分を理解してもらい、正常音と4つの副雑音（笛声
音・類鼾音・捻髪音・水泡音）を何度も繰り返し聞いて覚
えてもらいます。
　広島市消防局救急救命士養成所では、毎朝呼吸音の
テストを行っており、救急救命士資格取得後にトレー
ニングを行っていない救急救命士に比べ、現場で呼吸
音を正しく評価できていることも、広島市消防局がま
とめているパイロット研究からも推察されています。
　呼吸音を正しく評価し、医療機関へ伝えることは緊
急度・重症度を含めた傷病者の病態の推測もでき、適切
な受け入れの準備につながることも期待できます。

　一緒に呼吸音をマスターしましょう！
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スキルセミナー２ 「ミニＰＥＥＣ」～精神疾患傷病者への対応～

SS2 ミニPEEC　～精神疾患傷病者への対応～

国立病院機構熊本医療センター

橋本　聡

救急業務が始まった当初から、小児、産婦人科、高齢者、
外国人、貧困者の救急と並んで精神疾患傷病者の搬送受
入問題は存在したとされる。総務省消防庁による平成20
年度報告書では、傷病者背景に精神疾患を持つと救急現
場からの病院照会回数や現場滞在時間が平均を大きく
上回る傾向があることが示された。その後、全国で起
きた傷病者たらい回し問題を機に傷病者の搬送及び受
入れの実施に関する基準の全国策定が進められた。平
成29年中の全国搬送困難事例実態調査（令和2年度厚労
科研杉山班・橋本分担班）によれば、現場からの照会回
数が3回までで済む比率は、急病、精神科、産科のいず
れも97%前後と大きく改善していたが、30分未満の現場
滞在時間は精神科85%、産科92%、小児科97%の結果で、
依然として問題が残ることがわかった。これは、6号基
準の活用により病院選定は早くなったが、現場活動に
おける傷病者の対応・評価そして病院とのコミュニケー
ションに課題が残っているためだと考えられる。この
状況を変え得るコンテンツのひとつとしてPsychiatric 
Evaluation in Emergency Care（PEEC）コースがあげ
られる。これは病院前救護に携わる救急隊員や救急救
命士を始め、医師、看護師、薬剤師、臨床心理士やソー
シャルワーカーなど、精神科医療を専門としない、救
急医療従事者を対象とした成人教育コースである。日
本臨床救急医学会が日本精神科救急学会、日本総合病
院精神医学会とともに監修して製作され、2013年7月の
第16回日本臨床救急医学会総会・学術集会に合わせた公
開PEECコースの開催を皮切りに2022年9月までに全国
で延べ200回以上、3,700名弱が受講している。コロナ禍
にあってもオンラインコースへの切り替えを行い開催
継続している。4時間のスケジュールのなかで、救急場
面でよく遭遇する過換気症例、若年女性の自殺企図症
例、不穏興奮状態、そして遭遇はまれだが正しい理解
が必要な違法薬物使用例などについて、迫真の動画を
視聴した後にグループディスカッションを繰り返すこ
とで標準的な初期評価について学んでいく。特に自殺

対応ではパラメディカルスタッフにおける教育効果は
大きいとされる。当日は自殺危機対応もしくは不穏症
例対応について、PEECスキルを病院前救護の設定で学
ぶためのPrehospital PEEC Skill Training（PPST）コー
スの動画を用いスキルセミナーを開催する。奮っての
ご参加を期待しています。
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シンポジウム５ 「新型コロナウイルス感染症対応」～新型コロナウイルス感染症対応から得られた知見をつなぐ～

SY5-1 新型コロナウイルス感染症に対する救急活動への備蓄資器材
の活用

東京消防庁

藤原　照洋

　当庁では、新型インフルエンザ発生時に備え、国や都の行
動計画やガイドライン等に基づき、平成２１年度から２か年
計画により新型インフルエンザ発生時に備えた感染防止用資
器材（感染防護衣上下セット約１００万セット、Ｎ９５マス
ク約１００万個、ゴム手袋約４２５万双、消毒用エタノール
１本５００ｍｌ入り４４０００本など）を備蓄整備した。
　その後、新型インフルエンザ等対策特別措置法の成立や、
それに伴う新たな行動計画等の策定により、現在では新型イ
ンフルエンザ等発生時の事業継続計画に基づき、備蓄体制を
確立し保管管理してきた。
　そうした中、令和２年１月、新型コロナウイルス感染症（以
下「コロナ感染症」という。）が国内で初めて確認され、同年４
月には都内でいわゆる第１波の感染拡大が発生し、市場では
ガウンや感染防護衣、Ｎ９５マスクなどの感染防止用資器材
が調達しづらくなるなど、救急隊員の感染防止対策を確保し
た救急活動の継続に不安を来したところであるが、当庁にお
いては第１波から備蓄資器材を活用したコロナ感染症に対す
る救急活動を開始し現在も継続している。
　未だコロナ感染症の収束が見通せない中、繰り返す感染急
拡大や新たな感染症の発生による救急活動への対応に備え、

感染防止用資器材については安定的かつ継続的な調達及び保
管管理が必須であるが、コロナ感染症第１波からこれまで、
コロナ感染症への救急活動に対応してきた当庁の備蓄資器材
の活用について紹介する。

SY5-2 大阪市における新型コロナウイルス感染症への対応と今後の課題

大阪市消防局

前田　達也

　日本全国で新型コロナウイルス感染症が拡大していく中、
大阪府でも感染拡大は顕著であり、第4波以降、医療体制が
逼迫し、搬送が困難な事案が増加した。
　大阪府では、新型コロナウイルス陽性者に関しては、保健所
の医師が入院加療の要否を判断し、医療機関の選定は、大阪
府入院フォローアップセンターが一括して行うこととなって
いる。その中で、医療体制が逼迫し、緊急を要する重症者であっ
ても、受入医療機関の見つからない事案が散見され、新型コ
ロナウイルス未確定の発熱患者についても搬送が困難となる
事案が多発した。その結果、救急隊の現場滞在時間が大幅に
延長する事態となり大阪市内の救急隊が枯渇し新型コロナ陽
性者以外の救急事案にも影響するという悪循環に陥った。
　そこで当局では、これらの課題の対応策として、次の取組
みを実施した。
　まず、１点目が消防本部の対応として、救急隊の増隊とコー
ルトリアージ等の実施がある。当局は第４波前に常時69隊で
あった救急隊を常時71隊に増隊し、更に救急事案多発時には、
一時的に最大79隊まで増隊した。また、119番通報を受けた
指令情報センターが救急事案の緊急度を識別判定するコール
トリアージを実施した。さらに大阪市保健所に消防職員を派

遣し、医療機関の選定が迅速に行くよう調整を行った。
　２点目が大阪府や大阪市保健所と連携した対応である。ま
ず、大阪府の開設した入院患者待機ステーション（以下「待機
ST」という。）の活用と運営協力である。待機STを活用する
ことにより、救急隊が早期に次の救急現場に備えることが可
能となった。次に、新型コロナウイルス感染の疑い（発熱等）
があり、搬送先が決まらない場合は、指定された病院におい
てPCR検査を実施し、結果が確定後搬送先選定することによ
り、受入医療機関が決定しやすくなる体制をとった。そして、
容体の安定した傷病者は保健所の判断により、現場で保健所
の移送用車両（民間救急）に引継ぎ、当局の救急隊が次の救急
現場に備えるという体制もとられた。最後に、新型コロナ陽
性者で且つ緊急を要する重症者は、事前に当番病院を定める
ことにより、従来の手順を踏むことなく、救急隊が直接医療
機関を選定し、早期に搬送できる体制を整えた。
　これら第４～第7波で行ってきた取組みの効果と、今後の
課題について報告する。
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SY5-3 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に対する神戸市消防局
の対応

神戸市消防局

塩谷　壮史

令和４年９月末時点で、日本国内の新型コロナウイルスの感
染者数は約2,100万人に上り、神戸市だけでも約30万人の感
染者が発生している。令和２年１月に国内初の感染者が発生
して以降、感染は全国に広がり、これまで感染拡大の波を７
回繰り返して来たが、感染拡大した変異株の特徴、行動制限
の内容、医療提供体制、保健所の検査・フォローアップ体制、
市民の心理、ワクチン接種率など、波ごとに状況が様々であっ
たことから、救急現場において発生する課題やその影響度合
い等についても波ごとに大きく異なった。
そのため、神戸市消防局では、令和２年４月に本部各課や各
消防署等の職員を構成員とした新型コロナウイルス感染症対
策チーム（Covid-19 Response Team）を設置し、本部救急課
と連携して、情報の集約・課題分析、状況に応じた職員応援
などを柔軟かつ円滑に実施できる体制を構築し、様々な対策
を講じてきた（主な対策は以下のとおり）。
・感染防止対策として、救急車の換気に関する研究を行い、
研究から得られた客観的なデータも考慮して救急活動におけ
る感染防止マニュアルを策定した。
・救急需要対策として、非常用救急車を活用して臨時の救急
隊を編成した他、タレントや職員を起用して訴求力のある動

画を作成し、救急車の適正利用について広報した。
・救急搬送困難事案対策として、保健所への職員派遣や保健
所との連携方法について改善協議を行うとともに、医療機関
に対して積極的な受け入れについて協力要請（夜間の一時的
な受入や検査の協力を含む。）を行った。
・救急隊員の労務負担軽減策として、現場滞在時間が長時間
となった場合における救急隊の交代、救急ひっ迫時における
４人編成などの部隊運用を行った。
神戸市消防局においてこれまで講じてきた主な対策につい
て、その経緯や考え方、そしてこれまでの教訓を踏まえて今
後必要と考えらえる対策について発表する。

SY5-4 救命救急センターでの新型コロナウイルス感染症対応

県立広島病院

楠　真二

　広島県では，医療，保健，行政それぞれの立場で感染症，
救急，災害に対応する専門家からなる『広島県新型コロナウ
イルス感染症患者トリアージセンター』を2020年4月に立ち上
げ，県としての診療方針の協議および入院患者のトリアージ
を開始した．その後の感染拡大を受け，現在では軽症・中等
症は広島県新型コロナウイルス感染症患者受入調整本部で，
重症は広島県内の重症受入医療機関の担当者が日替わりで入
院調整を行っている．
　当院では，2020年3月より受入準備を始め，同年4月からは

『新型コロナウイルス感染症対策本部』を設置して，本格的に
陽性患者の受入を開始した．感染症指定のない当院では，一
般病棟のうちの2棟全床を改修して『新型コロナウイルス感染
症専用病棟』として運用している．広島県ではECMO適応の
ある最重症例は広島大学病院へ集約しており，当院では軽症
から重症までを幅広く受け入れている．人工呼吸，補助循環，
血液浄化などの集中治療が必要な重症例も，本来のICUでは
なくCOVID-19専用病棟で救命救急センターのスタッフが管
理している．
　第1波では，世界中がそうであったように，未知のウイル
スに対して正に手探りの対応であった．現在では感染リスク

や感染対策についても知見が蓄積され，医療機関での対応も
変化してきている．厚生労働省からの通知にあるように，今
後は『効果的かつ負担の少ない感染対策』についても検討が必
要であろう．
　救急患者の受入に関しては，オミクロン株が主体となった
第6波以降では，爆発的な感染拡大により，症状や接触歴の
有無では疑いを拭いきれず，ほぼすべての救急患者に対して
スクリーニング検査を行う状況となった．しかしながら，検
査の網の目を潜り抜ける感染患者を完全に防ぐことはでき
ず，当院でも複数のクラスター発生を経験した．救命救急セ
ンターとしては，地域の救急患者の受入を止める事態になら
ぬよう，院内感染の拡大を防ぐ方策が必要である．
　重症度別では，重症のCOVID-19の受入が減少する一方で，
COVID-19自体は軽症ではあるものの，別の疾患の重症化，
感染を契機にADLが低下した高齢者，周産期患者などの受
入が増加した．
　今後も新たな変異株の出現により，感染力や重症化率が高
くなる可能性は否定できず，救命救急センターとしては，重
症COVID-19の再増加にも対応できる体制を維持しつつ，地
域の救急患者の受入を止めない努力が必要と考えられる．
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SY5-5 新型コロナウイルス感染急拡大期における救急対応 
～救急隊数の確保・即時対応策～

1）堺市消防局、2）堺市保健所

堀　英治1）、新子　哲也1）、河原　利之1）、四ヶ所　正紀1）、上田　聡1）、長沢　良昭1）、
吉村　陽平1）、和田　一樹2）、金田　真理子2）、速水　真紀2）、藤井　史敏2）

【はじめに】堺市では、令和2年3月6日に初めて新型コロナウイル
ス感染症患者（以下「コロナ患者」という。）が確認され、当局はそ
の翌日から市保健所と連携し救急搬送（移送協力）を行っている。
第４波ではコロナ患者の入院先が決定しないことで救急隊が長時
間にわたり現場滞在することとなり（最大20時間49分）、第7波で
は行動制限緩和による人流増加や猛暑等の影響により過去に経験
のない救急需要増大となり、救急隊数の確保が喫緊の課題となっ
た。当局が第7波まで段階的に行ってきた主な取組を紹介する。

【主な取組・効果】（第4波以降）
〇民間救急事業者の活用
　市保健所に対して、酸素投与により症状が安定するコロナ患者
については、救急隊から民間救急事業者（救急救命士等の医療従
事者）へ引継ぐ体制の整備を提案し運用が実現した。結果、令和3
年5月中、救急隊から民間救急事業者へ30件引継ぎ、前月5時間以
上の現場滞在が36件あったものが１件に解消され、早期に次の救
急事案に出場できるようになった。

（第6波以降）
〇保健所に救急救命士を派遣
　当局の救急救命士を調整役として市保健所へ派遣した。
〇軽症・無症状患者の移送協力

　歩行可能な軽症・無症状のコロナ患者を、消防局所有の普通車
両を使用し再任用職員（救急資格者）等が2名1組で移送協力する体
制を整備した（計138件対応・令和4年10月1日現在）。

（第7波以降）
〇廃車予定の救急車両の活用
　救急車両を更新し廃車予定であった救急車両を、廃車せずに移
送用車両として有効活用した（市保健所に1台譲渡・2台貸出し）。
〇消防隊等の一時転用（緊急対応）
　消防隊等の救急資格者を、臨時救急隊要員として一時転用した

（最大7隊増隊・32隊体制）。
【結語】これまで119番による救急要請に対して出動させる救急車
がないといったケースは発生していない。傷病者の緊急度に応じ
て対応車両を分けることで、限りある救急資源の効率的・効果的
運用が行えた。第8波に向けては令和4年10月、非常用救急車両配
置消防署（５署）に救急資格者を人事異動配置し、消防車両を救急
資格者で運用し、非常時には臨時救急隊として即時転用できる体
制を整備した。今後コロナの感染拡大が収束したとしても高齢化
の進行等により救急需要はさらに増加すると予測しており、突発
的な救急需要増加時の即時運用体制の整備が重要と考える。
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パネルディスカッション５「事後検証」～救急活動のＰＤＣＡ～

PD5-1 大阪府三島地域メディカルコントロール協議会における事後
検証体制の現状と今後の展望

1）高槻市消防本部、2）大阪医科薬科大学病院

村上　典章1）、津田　裕士1）、高須　朗2）、小畑　仁司2）

【背景】大阪府三島地域メディカルコントロール協議会（以下
「地域ＭＣ」という。）では、①平成１７年１月に消防庁におけ
るウツタイン様式に基づく心肺機能停止傷病者の救急搬送記
録の収集が開始されたことを契機として、救命率向上に資す
る施策を検討するために評価指標として特定行為（特定行為
器具による気道確保、静脈路確保）の年間実施数・割合及び
年間成功率・割合、心肺停止傷病者の１ケ月後の社会復帰数、
社会復帰率を設定し、救命率向上に資する施策を検討してい
る。②平成２６年１１月に搬送及び受入れ実施基準が策定さ
れたことに伴い、大阪府では、救急隊の病院選定や医療機関
の応需状況等についてＩＣＴを活用した病院前後のデータ集
計分析システム「ＯＲＩＯＮ」が導入され、救急隊及び医療機
関の入力データを基に令和３年１０月から実施基準検証を開
始している。③令和元年７月から、通信指令員による口頭指
導について検証が実施され、バイスタンダーＣＰＲ実施率及
び重症傷病者への応急処置実施率の向上に向けた取り組みを
行っている。

【分析・検討方法】毎月開催される病院前救護活動検証及び年
間２回開催される実施基準検証により、上記①～③の評価及
び課題の抽出を行い、必要に応じて検証小委員会で更なる検

討・検証の場を設定するとともに、改正が必要な検討事項に
ついて、地域ＭＣでの承認を得ている。また、実施基準結果
は、救急懇話会への報告及び情報提供を行うとともに、必要
に応じ保健医療協議会へ具申することで、地域救急医療体制
の充実を図っている。

【結果及び効果】
・プロトコル改正により心肺機能停止傷病者への特定行為実
施率及び成功率の上昇が見られた。
・医師及び指導救命士を活用した生涯教育病院実習等にかか
る教育体制が見直された。
・通信指令員へ教育（OJT）を行うことで、バイスタンダー
ＣＰＲ実施率等の向上が見られた。
・地域医療支援病院委員会への参加と救急搬送状況について
情報共有ができた。

【考察】今後、心肺機能停止前傷病者への特定行為の実施数
及び成功数や救急活動における時間的検証等から新たな課題
を抽出し、事後検証におけるPDCAサイクルを循環させるこ
とで、救急隊員の質的向上及び地域救急医療体制の更なる推
進に向けた効果的な取り組みを図っていく。

PD5-2 熊本市メディカルコントロール協議会事後検証の取組みについて

熊本市消防局

甲斐　靖章、丸山　修、池田　光隆

　当局が参画する熊本市メディカルコントロール協議会（以
下熊本市ＭＣ協議会）は、１ＭＣ１本部体制とし、協議会と
検証会とに分けられる。委員は管内３救命センター、市医師
会、２次、３次の基幹病院等から、それぞれ９名の計１８名
で組織されている。
　救急体制は、全２７隊（日勤救急隊２隊を含む）、活動救命
士１２６名で担っており、指導救命士は全６署に計２５名が
配置されている。事後検証は平成２７年度から各署指導救命
士による一次検証、当局救急課での二次検証、最終的に検証
医師を交えての事後検証会といった３段階での検証体制を敷
いている。事後検証対象症例の総数は年間約1,000件、検証
会は四半期ごと計８回実施し、検証医師２名、各署指導救命
士、司令課、救急課の職員らで実施しており、職員の一般聴
講も可能としている。検証会では取り上げられた事案につい
て、担当の指導救命士が一次検証に基づくプレゼンを行い、
検証医師による医学的知見からの指導のほかに、出席者全員
がディスカッションに参加し、様々な意見に対して総合的に
検証医師がフィードバックを実施している。
　検証を通して抽出された課題の内、見直しの取り組みを
行ったことで改善が図られた例を次に紹介する。静脈路確保

成功率の低さ、病院連絡時の不適切な情報提供、受入れ医療
機関とのコミュニケーションエラーといった内容は、幾度と
なく検証の場にあがってくるものであった。取り組みとして、
当局が再教育の場として展開している救急ワークステーショ
ン（以下WS）を有効活用することとした。WS実習を行う中
で、これまで実施できなかった静脈路確保の実習を開始し、
再教育において繰り返し練習できる体制を確保した。このこ
とが功を奏し静脈路確保の成功率が上昇した。また、ホット
ライン研修と題して、実際救急隊から入る電話を取り、医療
機関の立場となって必要な情報を聴取するといった研修を導
入し、情報提供力の向上だけではなく、病院スタッフとのコ
ミュニケーションアップにも繋がった。
　事後検証において、単に知識面のみの検証だけに留めるも
のと、見直すためにはどのような取り組みが必要なのか一歩
踏み込んだ検討が必要なものとがある。救急隊の病院前救護
体制の充実・強化のため、ＰＤＣＡサイクルを通じた継続的
な検証体制を推進していく中で、見直しのために必要な取り
組みについて、日々検討し続けていくことが重要である。
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PD5-3 郡山地方メディカルコントロール協議会の事後検証について

郡山地方広域消防組合消防本部

古宮　常雄

【ＭＣ体制】福島県のＭＣ体制は、県救急医療対策協議会
（ＭＣ協議会）、県内を４地域（県北・相馬地域、県中・県南地域、
会津地域、双葉・いわき地域）に分けた地域ＭＣ協議会で組
織されている。当消防本部は県中・県南地域に属しているが、
平成１５年２月に福島県ＭＣ体制の構築に先駆け、関係機関
と協議し郡山地方ＭＣ協議会を設置し救急隊員の教育、事後
検証などに関する協議等を行い、現在に至っている。

【事後検証体制】平成１５年度から毎月第２火曜日を基本と
して、郡山地方ＭＣ協議会に小委員会を設置し「事後検証会」
を開催している。消防側からは、指導的立場の救急救命士を
はじめ、通信指令員や現場指揮者が出席し、郡山医師会の担
当理事が小委員長を務め、二次及び三次医療機関の検証医３
名の出席を依頼し、本部庁舎を会場とした対面式の検証会を
実施している。
検証対象はＣＰＡ症例、高リスク受傷機転症例、拡大処置や
特異事案等となっている。検証方法については、救急隊が作
成した検証票をもとに、救急隊の観察、処置、判断及び医療
機関選定の他、医療機関側の対応も含め活動全般を検証して
いる。

【特色】対面式の検証会により、検証事案一つひとつに対す

るフィードバック、疑問解決が行われ、必要に応じて、プロ
トコールでは網羅できない活動上の細かな部分の指示助言を
検証医から得ている。また、ＭＣ体制の評価指標として、「特
定行為の実施率及び成功率」、「バイスタンダーＣＰＲの実施
状況」、さらには「心肺停止傷病者の1か月生存率及び社会復
帰率」を可視化、分析し、救急活動に係る課題抽出、解決策
の検討を行い、更なる教育体制の充実や資器材導入を図るな
ど、効果的なＰＤＣＡへ向けて取組んでいる。また、医療機
関収容後の傷病者の病態についてもフィードバックされるた
め、救急隊の病態把握や判断能力の向上に寄与している。検
証対象は救急隊だけに留まらず、通信指令員による口頭指
導、応援隊、さらにはドクターカーとの連携等、病院前救護
全体を検証する場となっており、検証会で挙げられた課題等
は、地元医師会の議題として検討されることもあり、より円
滑な救急医療体制構築に寄与していると考えられる。最近で
は、ＤＮＡＲや救急隊の感染防止管理体制など、全国的に議
論となっている問題についても検討されており、これまでの
本検証会の開催は、当消防本部における救急の礎であり財産
となっている。

PD5-4 紀南地域メディカルコントロール協議会における評価指標の
活用について

田辺市消防本部

栗原　誉典

　和歌山県では、地域における救急活動の更なる充実強化の
ため、平成２５年に１県１メディカルコントロール体制から
１県３地域メディカルコントロール体制となり、紀南地域メ
ディカルコントロール協議会（以下「紀南地域ＭＣ協議会」とい
う。）が発足し、地域における課題を詳細に把握し改善してい
くよう取り組みを始めた。
　これまで和歌山県メディカルコントロール協議会が特定行
為等の統計データを集約し、消防庁から示された評価指標と
していたものを、平成２７年度から紀南地域ＭＣ協議会の評
価指標として用い分析及び検討を開始した。
　紀南地域ＭＣ協議会の事務局である田辺市消防本部等が、
協議会の開催に合わせて、各消防本部の統計結果を年１回（毎
年４月）集約し、協議会において分析及び課題を抽出している。
　抽出された課題については、紀南地域ＭＣ協議会の下部組
織（プロトコール、教育、通信指令業務等に関する各個別の部
会）において解決策を検討し、協議会に諮って方針を決定して
いる。また、必要に応じて和歌山県救急救命協議会へ報告し、
承認を得て救急活動を見直している。
　地域におけるプロトコールの課題が抽出され改善された事
例の一つとして、救急活動の事後検証でＪＣＳⅠ血糖症例が

取り上げられたことを契機に、評価指標を活用し、令和元年
度に血糖測定を行う条件やタイミングについて検討した。
　山間部等において搬送が長時間に及ぶ地域性を考慮し、よ
り安全かつ適正な救急活動を行うため、令和２年４月に紀南
地域ＭＣ協議会で用いる救急活動プロトコールを改訂し、低
血糖による意識障害を疑う患者に対して血糖測定を行う基準
をＪＣＳⅡ桁からＪＣＳⅠ桁に見直した。
　救急救命士に対する再教育関連についても、評価指標を用
い実施率を可視化し各消防本部における単位履修の意識付け
に繋げている。
　評価指標を活用し特定行為の実施率、成功率及び再教育状
況を可視化することにより、紀南地域ＭＣ協議会における課
題の改善、実績を踏まえたきめ細やかな調整等が実施できた
と考察する。
　評価指標は、可視化されることにより根拠に基づく課題の
抽出に有効であり、PDCAを実行することで課題の改善が図
れた。今後、医療機関の受け入れ状況や心肺停止傷病者の生
存率等について、評価指標の見直しを行い、紀南地域ＭＣ協
議会における新たな課題を抽出し、より安全かつ適正な傷病
者対応に取り組みたい。
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PD5-5 湖北地域ＭＣ専門部会における事後検証の取組みについて

1）湖北地域消防本部、2）湖北地域メディカルコントロール専門部会

清水　満博1）、中村　誠昌2）、山口　和博1）、木村　篤志1）

　湖北地域メディカルコントロール専門部会（以下 ＭＣ専門
部会という。）は、湖北地域消防本部（以下 消防本部という）
のみの１本部で構成されており、消防本部は面積約９３１㎢、
人口約１５万人を救急隊１１隊で管轄している。年間救急件
数は約７０００件で、救急活動に従事している救急隊員数は
１３２名、そのうち救急救命士が５４人である。消防本部管
内の病院状況は、３次医療機関１病院、２次医療機関２病院
である。
　ＭＣ専門部会では、事後検証の対象事案や事後検証の実施
方法等を「湖北地域救急活動事後検証要領」で定めており、事
後検証は一次検証と二次検証を行っている。簡単な検証内容
等は次のとおりである。

【一次検証】各所属の指導救命士（以下　指導救命士という。）
が救急隊の迅速性、協調性、他隊との連携などを含めた救急
活動全般に関して「一次検証フィルター」を用いて検証を行う。

【二次検証】検証医と指導救命士が集合して事後検証会を開
催し、分科会と事案発表を行う。

（分科会）
　検証医と指導救命士がマンツーマン方式で実施し、検証医
が処置や判断等について医学的観点から評価を行う。

（事案発表）
　多くの検証医と指導救命士とで検討する必要があると判断
した事案について指導救命士が発表を行い、全体での検討・
評価を行う。
　事後検証結果の活用については、「一次検証フィルター」を
用いた一次検証結果や事後検証会の結果を指導救命士が救急
隊員に伝達し、救急救命士の再教育や救急活動における質の
向上を図っている。また、評価指標を用いた結果や事後検証
会の結果から各救急活動の基本的な考え方やプロトコル等の
見直しを図っている。
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2日目
1月27日（金）

第7会場
ＪＭＳアステールプラザ（多目的スタジオ）
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一般発表１６ 救急教育

O-16-1 当本部が行うチーム力醸成に向けたノンテクニカルスキルト
レーニングへの取り組み

富士五湖広域行政事務組合富士五湖消防本部

加賀美　賢、赤池　亮太、権正　元寛、永田　吉直、藤江　龍之介、加々美　雄大、
渡辺　和幸、大畑　実生、伊藤　りら、渡辺　公秀、渡辺　昭

【背景と目的】救急活動は、覚知から帰署まで一貫したミッ
ションである。ミッション完遂には反復訓練を行いチーム力
を醸成して出動に備える必要がある。しかし、救急隊が行
う訓練は救急救命処置をはじめテクニカルな訓練が全てと
いっても過言でない。航空業界で開発、発展したCRM（Crew 
resource management）では、航空事故の原因は約80%が
ヒューマンエラーであり、従来のテクニカルな訓練に加えて
コミュニケーションやチームマネジメントといったノンテク
ニカルな訓練を行う必要性が認識されている。救急隊が行う
訓練について、テクニカルに関する報告は多数あるが、ノン
テクニカルに関係する報告は少ない現状であることから、当
本部が行うノンテクニカルスキルトレーニングの手法を提示
して、今後の課題を明らかにすることを目的とする。

【対象】所属職員
【方法】PowerPointを使用した机上訓練を中堅職員が誘導役
としてグループディスカッション形式で行う

【結果】誘導役のコントロールにより、経験年数が違う職員
間で有意義なグループディスカッションを実施した。訓練を
通して庁舎内の動線確保を意識するなど迅速、安全な出動準
備が可能となった。出動指令の署所端末装置の前に全隊員が

集まることで、出動準備と同時に隊員間での出動前ブリー
フィングで情報共有が図られ、現場到着後のフィールドトリ
アージに意識が高まり、傷病者への迅速な接触に向けた効率
良い出動に対する行動変容が見られた。

【考察】CRMに付随したチームワークに関する研究で、チー
ム医療の課題はコミュニケーションと情報共有の欠如だとし
ている。救急活動にも該当すると考えられ、これを解決する
ため誘導役のコントロールによるグループディスカッション
は有効である。病院前救護において、出動前ブリーフィング
での情報共有、隊員間連携によるフィールドトリアージは重
要で、これらの訓練は、特別な資器材を必要とせず少人数で
も実施可能な有益性が高い手法であり、当本部のCRMへの
取り組みは一定の効果があることが示唆された。今後の課題
として、当本部が運用するインシデント・アクシデントレポー
トから発生要因を抽出して傾向を把握し、ノンテクニカルス
キルトレーニングに取り入れて訓練の質を高め、更なるチー
ム力醸成に努める必要がある。

O-16-2 救急救命士養成研修でのｅラーニングを使用したシミュレー
ション教育の効果について

救急救命東京研修所

大江　達也、前川　修平、黒澤　英樹、土江　浩徳、橋永　佳則、上野　文也、木村　直裕

【はじめに】救急救命東京研修所では、毎年２期・各期定員
３００名を対象に救急救命士養成研修を実施している。当研
修所では、令和２年度より新型コロナウイルス感染症への感
染対策としてｅラーニングを導入した。シミュレーション講
義の効率化のため、令和３年度からシミュレーションの予習
及び復習の教材としてもｅラーニングの活用を開始し、高い
効果が見られたことからその運用について紹介する。

【運用方法】教材としてeラーニングを導入するにあたり、主
眼を講義時間の効率化においた。そこで、「受講者が手を動
かしている時間を増やす」ことをスローガンに掲げた。受講
者の手が止まる時間は主に、①ルール説明（実習に関する研
修所の設備等の使用方法や実技試験での順番や人の動き、留
意事項等）、②操法の展示、③資器材の説明の３つある。こ
れらの時間を減らすために、該当する内容を動画資料として
ｅラーニング上にアップロードし、受講者が事前に視聴する
方法をとった。
　また、ｅラーニングを取り入れた結果、教員の業務負担が
増えないように、アップデートする動画は既存の動画資料を
再編集して使用したり、新たに撮影・編集する動画もポイン
トを絞り、尺を短くする等の工夫をした。

【結果】令和４年度前期の研修で使用した資料は、総数：８２
種類（うち動画７５本）、動画平均時間：４分００秒、動画総
時間：５時間４８分５９秒であり、資料の内訳は、手技の
解説動画：５５種類、ルール説明：１０種類、資器材説明：
１７種類である。
　ｅラーニングを導入した結果、導入前の令和２年度研修と
導入２年目になる令和４年度研修を比較して、「手を動かし
ている時間」が研修の全ての実習時間で９時間３分増加した。
更に、研修での実技試験合格率も向上している。

【まとめ】ｅラーニングを導入した結果、受講者の訓練回数
増加という「量」と試験の合格率向上という「質」の両面で効果
が見られた。特に「質」の向上に関しては、受講者が講義前に
ある程度のインプットをしてくることで、講義時間の使い方
がインプット重視からアウトプット重視に変化したことに起
因すると考察される。
　現状では基本手技に関するコンテンツが多いが、今後は想
定訓練等にも取り入れる方策を検討し、より充実した救急救
命士教育を実現させたい。
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O-16-3 ドライブレコーダーの重力加速度センサーを活用した救急機
関員の指導・教育について

三田市消防本部

折戸　直樹、石原　健

【目的】救急車の緊急走行は安全性と法定速度内での迅速性
を保ちつつ、揺れを最小限にして傷病者の負担を抑える必要
があり、高度な技術が要求される。
　揺れが激しければ、嘔気や疼痛を助長することとなり、血
圧や頭蓋内圧等にも悪影響を及ぼす可能性がある。しかし、

「許容される揺れ」については指標となるものがなく、運転は
機関員の主観的判断に任されているため個人差も大きく、指
導内容についても客観性が乏しいのが現状である。
　本検証では運転により発生する揺れをドライブレコーダー
の重力加速度センサーを用いて数値化。これを基にどの程度
の揺れが「傷病者の負担」となり、「車内に立って活動する隊
員の転倒リスク」となるかを検証し、救急機関員の指導・教
育に活用する。

【対象と方法】ブレーキによる傷病者負担と隊員の転倒リス
クを検証。
　検証①では被験者が救急車内のストレッチャー上に仰臥位
となり、ブレーキ操作を徐々に強くし、不快に感じた段階を
確認。検証②では被験者が救急車内でストレッチャーに正対
し、進行方向に対して横向きで立位となり、検証①と同じブ
レーキ操作で転倒の危険を感じた段階を確認。

　被験者は検証①②ともに20名。ドライブレコーダーの重力
加速度センサーで計測した、-0.12G、-0.18G、-0.2G、-0.25G、
-0.4Gの５段階の強さでブレーキを操作し、上記検証を実施
する。

【結果】検証①については-0.2Gの減速で1/2の被験者が不快に
感じ、-0.25G以上では全員が不快に感じるとの結果であった。
　検証②では-0.2Gの減速で転倒の危険を感じた者は1/3で
あったが、-0.25G以上では全員が転倒の危険性を感じるとの
結果であった。

【考察】今回の検証ではブレーキ操作が-0.25G以上となると、
大部分の傷病者は不快に感じ、隊員も転倒の危険を感じるこ
とが確認された。この数値は「許容される揺れ」の客観的指標
として、機関員の指導・教育に活用可能と考える。
　検証後、被験者に結果を説明。ドライブレコーダーで記録
した自身の緊急走行を各自確認してもらう方法で研修を実施
したところ、運転技術や安全性の向上に役立ったとの意見が
多く寄せられた。
　今回は減速による一方向のみでの検証であったが、今後は
加速や左右の運動も加えた検証・分析が必要と考える。

O-16-4 問題解決力～トラブル対応に強い隊員を育成する研修のすすめ～

湖南広域消防局

堀井　香奈、片山　直広、大橋　孝一

【目的】活動中のトラブルは普遍的に発生すること、また救
急隊の主たる任務が迅速な搬送であることから、問題解決力
を身に付けることは必須です。このことから、当局で行った
研修及び成果について紹介します。

【対象と方法】救急隊長資格を持つ44名を対象に、ワーク
ショップ形式で行いました。研修はまずトラブル事例を提示
し、その対応方法について討議します。その後、各班で対応
策を共有し、トラブル対応に係る法令等を確認します。事例
は事前のアンケート調査をもとに、苦手意識の多かった、人
身事故、妨害行為、虐待を含む6事案を討議し、研修終了後、
苦手意識等に変化があったか、アンケートにて効果の確認を
行いました。

【結果】研修前は38.0%（n=16）の者がトラブル対応に苦手意
識がありましたが、研修後は72.9%（n=27）の者が苦手意識は
なくなったと回答しました。また97.3%（n=36）の者が現場に
役立つ研修であると回答しました。

【考察】30.9%（n=13）がトラブル未経験者でした。また、苦
手と感じる理由の多くが、”経験がない”というもので、経験
年数も浅い傾向にありました。トラブル未経験者と、苦手意
識がある者の年齢層がほぼ一致していることを考えれば、苦

手意識を左右するものは経験の有無となります。
　しかし、経験はあくまでも偶然の産物で、発生頻度も低い
ことから、多くの場合、事故発生時は報告書等で共有されま
すが、書類による共有は、当事者意識を希薄化させ、自分に
はトラブルは無縁であると考える、“正常性バイアス”が働く
場合もあります。本研修は、疑似的ですが、トラブルに対し
て討議することで当事者意識が生まれ、これまでの知識と経
験を振り返り、解決方法をそれぞれが提示することから、受
講者自身が能動的に考えるアクティブラーニングの形が効果
的な研修となった要因の一つであると考察します。
　トラブルは発生頻度が低いからこそ、発生した場合、通常
の心理状態より焦燥します。病院前で活動する救急隊の特性

（限られた時間・人員・資器材）を考えれば、混乱が生じるこ
とは必然です。混乱からトラブルが発生することもあれば、
トラブルが発生したことで混乱が生じることもあります。い
ずれにしてもトラブルは混乱を助長させるものに違いなく、
適切に対処しなければ、信用失墜に繋がるばかりでなく、迅
速な搬送という救急隊の主たる目的から逸脱するため、今後
も更なる対応が必要となります。
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O-16-5 年度当初の新人救急隊員教育について

広島市消防局

嶋﨑　舜悟

【目的】新人救急隊員が配属された隊は、年度当初は救急業
務経験の浅い隊員を抱えながらも迅速・的確な救急救命活動
が求められるが、新人救急隊員の主業務は機関員が多く、救
急救命活動に携われていないのが現状である。新人救急隊員
が年度当初から現場活動の即戦力となることを目的として、

「年度当初の新人救急隊員教育カリキュラム」を策定し、１／
四半期に集中実施することで、隊としての現場活動能力がよ
り早期に成熟することを目指す。

【対象と方法】広島市消防局の救急隊各番（日勤救急隊を含
む。）７９隊を対象に以下のとおりアンケート調査を実施し、
年度当初に保持すべき新人救急隊員の知識・技術を考察。ア
ンケート調査をもとに「年度当初の新人救急隊員教育カリキュ
ラム」を策定する。⑴今年度の新人救急隊員の有無⑵新人救急
隊員の主な業務⑶現在の新人救急隊員への訓練状況⑷新人救
急隊員の今後の訓練予定⑸救急活動における不安なこと。

【結果】今年度新人救急隊員が配属されている隊は２４隊
（３０．４％）で、その中でも「新人救急隊員の主な業務は機関
員」との回答が２３隊（９５．８％）。
また、アンケート⑶～⑸を項目別に分類し集計した結果、
多くを示したものを以下に示す。⑶は、資器材取扱訓練が

６６．７％、傷病者観察に関する訓練が４１．７％。⑷は、シ
ミュレーション訓練が５０．０％、病院交渉に関する訓練が
２９．２％。⑸は、傷病者観察が不安との回答が４５．８％、
病院交渉が不安との回答が４１．７％。

【考察】アンケート調査結果から、新人救急隊員が不安に感
じている「傷病者観察」と「病院交渉」についての能力向上を目
的とした「年度当初の新人救急隊員教育カリキュラム」を策
定。これは１／四半期序盤で資器材の取扱を習熟させ、１／
四半期中盤で傷病者観察を中心とした訓練に集中し、１／四
半期終盤では病院交渉を中心とした訓練をＯＪＴを含めて実
施させるものである。利点として、救急訓練年間計画におけ
る基本訓練の内容を１／四半期前半で実施できることと、明
確な期限を示すことで新人救急隊員も計画的に訓練に取り組
みやすくなり、モチベーションの上昇を期待できるという点
が挙げられる。このカリキュラムを運用し、効果について随
時検証し、より精度の高いものとなるよう修正していくこと
で、現場活動能力の向上を図っていきたい。

O-16-6 プレホスピタルＰＥＥＣスキルトレーニングコースの開発経緯
とその効果について

1）呉市消防局、2）有明広域行政事務組合消防本部、3）杵藤地区広域市町村圏組合消防本部、4）駿東伊豆消防本部、5）福岡大学大学院人文科学研
究科、6）福岡女学院看護大学、7）佐賀大学医学部附属病院救命救急センター、8）沼津中央病院精神科、9）国立病院機構熊本医療センター精神科

佐々木　夏恵1）、濱田　拓也2）、牧瀬　わか奈3）、園部　元康4）、浦田　裕美5）、本武　敏弘6）、
鳴海　翔悟7）、日野　耕介8）、橋本　聡9）

【はじめに】メンタルヘルス の 問 題 を 抱 え る 傷 病 者 へ の
対応は，救急現場で苦慮することが多く，疾患について
学ぶが，対応の仕方についての実習が無く，救急隊員が
苦手意識を持つ分野の一つである。この分野の成人教育
コースとして，２０１３年よりＰｓｙｃｈｉａｔｒｉｃ　
Ｅ ｖ ａ ｌ ｕ ａ ｔ ｉ ｏ ｎ　 ｉ ｎ　 Ｅ ｍ ｅ ｒ ｇ ｅ ｎ ｃ ｙ　
Ｃａｒｅ（以下ＰＥＥＣ）が，２０１７年よりプレホスピタル
ＰＥＥＣスキルトレーニング（以下ＰＰＳＴ）が提供されてい
る。特にＰＰＳＴでは，メンタルヘルスの問題を抱える傷病
者の標準的な対応を学ぶため，講義に加え，ロールプレイ演
習を取り入れている。

【目的】本報告では，コースの開発経緯を紹介するとともに，
ＰＰＳＴコースの教育効果を確認し考察する。

【対象と方法】２０１７年から２０２２年までの期間に開催
されたＰＰＳＴコース受講者に対し，コース受講前・後に

「ゲートキーパー自己効力感尺度（以下，ＧＫＳＥＳ）」，コー
ス受講後に自記式アンケートを実施した。ＧＫＳＥＳは森田
ら（２０１５）によって考案された，自殺危機介入の教育効果
を測定するもので，受講前後の平均点の変化を比較した。自
記式アンケートでは，選択式でＰＰＳＴコースの受講を他の

人へ勧めるかなどを尋ね，コース全体の感想を自由記載で回
答を求め記述統計した。

【結果】ＧＫＳＥＳの平均得点は，受講前と比較し増加した。
アンケートの結果から，「実技を通して知識が身につき，現
場で活かせられると思った」，「患者役をすることで気持ちが
分かった」や，「今後，ＰＰＳＴコースを他の人へ強く勧める」
など満足度が高かった。

【考察】精神科的問題に対して，今まで特別な教育が少なかっ
たことから，隊員が苦手意識を持ちやすいものとされてきた
が，精神科分野を学ぶＰＥＥＣコースの実技編として開発さ
れたＰＰＳＴコースの受講は，メンタルヘルスの問題を抱え
た傷病者への対応に関する理解を深め，自殺のリスク評価な
ど具体的な対応方法を習得する機会となったことが考えられ
る。そして，知識を得た上で，ロールプレイ演習を体験した
ことで，受講者の自己効力感も向上した可能性が示された。
今後，このＰＰＳＴコースが救急隊員の標準的教育に含まれ
ることで，現場対応力の向上や，救急隊の負担軽減，円滑な
救急搬送に繋がることが期待される。
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O-16-7 現場出発後の活動にフォーカスすることで見えてきたもの

広島市消防局

窪川　剛広、尾村　保憲、貞森　拓磨、小林　靖孟、三村　勇介、西本　幸夫

【目的】当局では、年間訓練計画の一環として、医師である
当局救急救命士養成所教授（以下、「教授」という。）２名の指
導のもと、救急隊員教育の充実等を目的に救急車同乗実習や
想定訓練を実施している。昨年度の救急車同乗実習及び想定
訓練において、現場出発後の活動での課題を抽出したところ、

「搬送中の追加観察がない。」、「病態に即した詳細・継続観察
を意識していない。」などが挙げられた。
　そこで、今年度の取り組みとして、救急車同乗実習で教授
２名がチェック項目シートを用い、「現場出発後の活動」につ
いて評価をし、実情の把握をすることとした。

【対象と方法】当局救急隊１６隊を対象として、現場出発後
から病院到着までの救急活動について、全体評価と並行して
チェック項目シートを活用し、各救急隊に対して客観的評価
を行った（不搬送事案を除く）。

【結果：出動件数は合計で２０件】
　意識レベルの正確な再評価なし　� ２０/ ２０件
　自覚症状の有無の確認、又は呼びかけを実施　�１２/ ２０件
　生理学的観察が一部になっている　� ２０/ ２０件
　解剖学的観察が重点観察もしくは未実施　� ２０/ ２０件

【考察】今回の同乗実習における評価は、現場出発前の活動

においては、現場滞在時間短縮の意識付けや、病院交渉の内
容も簡潔にまとめられているなど、概ね良好な評価であった。
一方で、現場出発後の活動については、自覚症状の有無や問
診、モニター観察及び重点観察をもって詳細・継続観察の代
用としており、病態に即した詳細・継続観察を実施していな
い事案が多くみられた。背景として、緊急度の低い症例が多
かったが故に、現場出発までに実施した初期評価・全身観察
の情報を病院到着まで更新しなかったことが考えられる。
　しかしながら、病態に即した詳細・継続観察を意識してい
なければ、本当に急変なのか、それとも様態変化を見落とし、
急変に見えたかという差が出てしまう。それは、必要な処置
の遅れに繋がりかねないことである。

【結語】「現場出発後の活動」について、客観的評価により課
題が判明した。搬送の質を担保するには、病院到着までの適
切な活動が必要であり、今後は、指導救命士を中心として、
客観的評価が可能であるチェック項目シートを活用し、現場
出発後の活動について改善を図って行く必要がある。
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一般発表２０ 救急活動（周産期・循環器疾患）

O-20-1 双胎未熟児の墜落分娩事案での救急活動について

福岡市消防局

山本　寛明

【目的】双胎未熟児で墜落分娩と骨盤位分娩という稀な症例
を通じての情報共有。

【症例】本症例は、「３３歳女性の下腹部痛」によるもの。現場
が近く電話で事前の状況確認はできなかったが、妊娠７ヶ月
で３次医療機関掛かり付けとの追加情報から、内臓疾患に加
え基礎疾患やハイリスク妊娠の可能性も考慮し出動した。
　救急隊を出迎えた夫から「頭が出てきた」の報告を受け、こ
のときに初めて分娩事案と判明する。トイレ内で墜落分娩の
母子対応中に、もう１名の骨盤位の新生児が発覚し、救急隊
２隊を増隊しての合計３隊で活動を行った。
　２名の新生児仮死と母体搬送を、掛かり付け３次医療機関
へオンラインで指示を仰ぐことにより、超低出生体重児に対
しての処置と搬送を円滑に行えた。

【結果】トイレでの墜落分娩の第一子は新生児仮死ではあっ
たが、救急車収容中に啼泣し蘇生。骨盤位で産道に嵌頓して
娩出困難だった第二子は母体と共に救急搬送中、救急車内で
娩出。二人法でのCPRを実施しながら救命センターの医師に
引き継ぎ、数分後に心拍再開した。

【考察】福岡地域では標準的に分娩事案におけるA-A連携（救
急隊連携）を実施している。今回はこれが功を奏した事案で

あり、救急隊同士の情報共有と連携が円滑に行えた事案だっ
た。また、本症例は分娩情報が無い通報だったことから活動
が後手に回ったが、後着の隊が現場に近かったこともあり、
失われた時間は軽微であったと総括した。本症例の検証とし
て、３次医療機関掛かりつけの理由の聴取、予定日まで日数
があっても出産を否定できないこと、通報時の排便排尿は救
急隊接触まで控える指示など、119番を受信する指令員を含
め同様の症例に対する情報共有を行った。

O-20-2 周産期傷病者対応力向上のための研修教材について

1）西宮市消防局、2）兵庫医科大学病院

中島　薫1）、西岡　秀明1）、杉本　博史1）、太田　宝美1）、酒井　健児1）、井上　広大1）、
田中　宏幸2）、片田　千尋2）

【目的】コロナ禍において、新型コロナウイルス感染症にり
患した妊婦について救急医療機関への収容に時間を要する事
例が報道され世間をにぎわせた。
　『当市においても同様の事態が発生する可能性があるので
はないか』と、想像すると不安が頭をよぎった。当市の救急
隊員に対して分娩介助に関するアンケート調査を実施したと
ころ、私自身を含め多くの救急隊員が不安に感じていること
が分かった。そのため、周産期（出産前後：妊娠22週から出
生後７日未満）にある傷病者に対する救急隊員の不安を少し
でも取り除くために『研修が必要である』と感じたが、コロナ
禍では集合研修の開催が困難であり、また、救急需要の増加
や搬送困難症例の対応に苦慮するなかで研修時間を確保する
こともままならないため、個人で学習できる研修教材を作成
しようと考えた。

【症例】そこで、兵庫医科大学病院の産婦人科医師の監修の
もと、「周産期傷病者対応における参考資料」（28ページ）を作
成し、併せて「分娩介助」及び「ＮＣＰＲ」の一連の流れを示し
た動画を作成することができた。
　この研修教材は、救急現場での分娩介助と出生後の新生児
に対する処置を比較的短い動画で分かりやすく解説している。

【結果・考察】作成した動画は、本市専用You Tubeに公開す
ることで、職員が“いつでも”“どこでも”“かんたんに”手技の
確認を行うことが可能となり、職員から好評を得ている。
コロナ禍で救急隊員をとりまく環境も大きく変化し、各消防
本部においても対応に苦慮されていることと思慮されるが、
本市での取組みが他都市における周産期にある傷病者への対
応策の一助となれば幸いと思い報告する。
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O-20-3 関係機関と連携し「夫婦のみで自宅分娩した妊婦」に対応し
た症例

高崎市等広域消防局

鈴木　嵩、岩田　泰正、伊藤　真吏花

【目的】ＳＮＳ及びインターネットからの情報のみを用いて、
助産師を手配せず夫婦だけで自宅分娩を希望している妊婦に
ついて、市役所職員から事前に相談があり、行政、消防、医
療機関が連携し、母子共に円滑に搬送した症例について報告
する。

【症例】本症例は、当初市内産婦人科を受診していた満期妊
婦が、病院受診をしなくなったため、当消防局と地域周産期
母子医療センターに対して、市役所職員から緊急時の対応を
依頼され、実際に自宅分娩に出動した症例である。相談の内
容としては、市役所職員の訪問による聞き取りで、夫婦で分
娩の準備（インターネット動画視聴）を行い、夫婦のみで自宅
分娩を行う可能性が極めて高いとのことであった。事前の対
策として、行政、消防、医療機関で、妊婦と胎児の経過や、
救急要請時の対応方法、病院の受入準備などの情報を共有し
た。また、消防局救急課が、指令センターや出動する可能性
のある隊に対し、情報提供を行い対策の共有化を図った。
事案発生当日は、救急隊２隊とドクターカーが出動、収容予
定の地域周産期母子医療センターへ自宅分娩した旨を報告す
る。当隊が一般住宅に現場到着した際の出生児の状況は、ア
プガースコア計９点と評価、保温はされてなく、臍帯は切断

され、先端がタコ紐で緊縛されていた。母体は性器からの出
血が継続している。当隊が出生児を対応、同時出動の女性中
心で編成された日勤救急隊が母体を対応する方針で活動す
る。ドクターカーが到着し、医師の診察後、救急車２台で搬
送する。出生児及び母体に容態変化なく、地域周産期母子医
療センターに収容する。

【結果・考察】本症例は行政からの事前情報があり、関係機関
との情報共有を行い、様々な状況を想定していたため、円滑
な搬送が実施できた。しかし、常に事前の情報提供があると
は限らない。群馬県では、医療機関以外での分娩のおそれが
ある場合の救急搬送フローが策定され、未受診妊婦が医療機
関以外で出産した場合でも、円滑な救急搬送が行えるよう
ネットワークが形成されている。様々な生活様式が認められ、
多様化していく社会に対応できるように、今後もこの様な体
制を維持し、関係機関と連携を強化及び現場対応能力を向上
させることが重要であると感じた。

O-20-4 １０回目の救急搬送で徐脈頻脈症候群の確定診断がついた一例

栃木市消防本部

菊地　正和、赤羽根　一

【目的】主に胸部痛を訴え、過去9回の救急搬送歴がある患者。
搬送後医療機関で検査を行ったが、その時には症状が治まっ
ていたことから確定診断に至らず、そのため同様の症状を訴
え繰り返し救急要請があったが、10回目の搬送で徐脈頻脈症
候群の確定診断がついた症例を経験したので報告する。

【症例】83歳、男性
【既往歴】狭心症、腎不全（人工透析）
本人はこれまでに9回の救急搬送歴があり、特に最近1年間で
6回と集中している。要請時の主訴は胸部痛が7回、めまいが
1回、歩行中にめまいを訴え転倒し頭部を負傷した事例が1回
ある。

【現病歴】本人一人暮らし。自宅で安静時、前胸部から腹部
にかけての持続痛を訴え、症状軽快しない
為本人が救急要請。

【状況、観察結果及び活動内容】前胸部から腹部にかけての
持続痛を訴え、玄関先で座っていた。現場狭隘の為車内収容
を優先、ストレッチャーに頭側高位とし車内収容、バイタル
測定（意識 JCS 0、呼吸36回/分、脈拍85回/分（不整）、ECG
モニター R-R間隔不整、血圧206/138mmHg、SpO2エラー、
体温36.2℃）、本人かかり付けの2次医療機関へ受入要請した

が、事案当日は日曜日で人工透析の処置ができないため受入
不能の回答、その後他の医療機関を選定中に本人が時々苦悶
様表情を見せ、それに伴う高度徐脈（約10秒間の心静止）の波
形を認めたため、12誘導心電計を装着し3次医療機関へ伝送、
その結果3次医療機関へ搬送となった。

【経過】確定診断名は徐脈頻脈症候群（重症）
医師引継ぎ後も高度徐脈が出現したため、緊急心臓ペース
メーカーの適応となった。
なお本事案以降、この患者からの救急要請はない。

【結果・考察】今回、徐脈頻脈症候群の症例を経験した。この
症例では徐脈と頻脈を繰り返すが、発作が生じているタイミ
ングで検査できるとは限らないため、原因が見つからず確定
診断に至らないことも多い。この患者は過去に9回、同様の
症状で救急搬送されているが、確定診断がつかず繰り返し救
急搬送されており、今回10回目で診断がつき緊急で心臓ペー
スメーカーを入れたことから、結果的に3次医療機関へ搬送
されて良かった事案である。12誘導心電計を有効に活用し、
わずかな期間に出現した高度徐脈の波形を伝送し、医師に確
認してもらうことができ、その結果患者を適切な医療機関へ
搬送することができた。
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O-20-5 植込型補助人工心臓装着手術後の在宅患者の搬送について

池田市消防本部

山川　能典

【目的】植込型補助人工心臓装着患者の観察方法、搬送方法
等を周知する事により、初見救急隊もスムーズな救急活動を
行えるようにしたい。

【症例】１４歳　女性　「昨夜からの咳及び呼吸苦」　管外循
環器対応可能病院で植込型補助人工心臓装着手術後に在宅療
養である。
救急隊到着後、意識レベルⅠ桁SPO2値がルームで９２パー
セント、心電図は装着するも見たことがない波形、血圧は測
定できず、家族から「病院には連絡したので向かってほしい」
と聴取。病院に搬送連絡を実施後、植込型人工心臓の予備機
材を家族と共に救急車に移動し植込型補助人工心臓を装着し
た病院に搬送となる。

【結果・考察】事前に病院から上記患者の簡易的な資料提供が
あったものの、植込型補助人工心臓装着手術後の在宅患者の
搬送は初めてであった。バイタル測定では心電図の評価がで
きない事や血圧測定も患者の心臓の状態によって測定できる
かはさまざまであり苦慮する場面が多かった。搬送の際も患
部からコードが出ており、コントローラーやバッテリーを患
者が大事そうに抱えて安静搬送を心掛けた。また、予備のコ
ントローラー、バッテリー、充電器も一緒に病院へ持って行

く必要がり荷物も多く、介護者というサポーターが付いてい
るとはいえマンパワー不足も感じました。
後日、担当医師に連絡を取り、バイタル測定、患者搬送方法、
持ち物等のディスカッションを行いました。そこで特徴的な
心電図波形や患者から出ているコントローラーの仕組みや重
要性を学びました。さらに植込型補助人工心臓装着手術後の
在宅患者に２４時間常に付いている介護者の役割等を学び、
介護者と救急隊ができる範囲で協力し搬送できたらと感じま
した。
医療の発展に伴い全国に在宅されている患者がいるため全国
救急隊員シンポジウムで医師及び介護者から学んだスムーズ
かつ適切な搬送及び注意点を発表したい。また、植込型補助
人工心臓のバッテリーは三又コンセントでしか充電できない
ため、災害時等に指定されている施設等に三又コンセントを
より普及できるよう発信したい。

O-20-6 大腿部痛を訴える大動脈病変について 
〜埼玉県大動脈緊急治療ネットワークとの比較〜

埼玉西部消防局

瀬沼　耕一、竹下　貴之、平井　隆幸

【目的】埼玉県では令和4年4月1日から埼玉県大動脈緊急治療
ネットワーク（SAN）の運用が開始された。目的は胸背部痛
を訴える傷病者に対し観察シートを使用し大動脈緊急症が疑
われれば基幹病院や連携病院へ搬送する判断の決め手となる
ことである。しかし、救急隊員は大動脈緊急症の典型例では
ない症例に遭遇することもある。そこで、私が経験した症例
と観察シートを比較し、大動脈緊急症を見逃さないために必
要なことは何かを考察する。

【症例】47歳女性が店舗内のトイレで助けを求めていると店
員からの通報。接触時、女性は便座下に右側臥位でおり強い
左大腿部痛を訴えていた。バイタル値は、【意識：JCS １-R、
呼吸：30回／分、SpO2：99％（室内気）、脈拍：66回／分（橈
骨動脈微弱）、血圧（体動激しく右上肢で触診法）：98mmHg、
体温：34.3℃】であった。傷病者の訴えとバイタル値に違和感
があり詳細について尋ねると、「用を足そうとしたら左足に
激痛が走った。いま思えば、胸やお腹が痛かったと思う。」と
返答があった。そのため、心電図評価をするとST低下、陰
性T波を認め、心音は減弱していた。なお、左上肢の血圧は
104／55mmHgであり著明な血圧の左右差はなかった。以上
のことから大腿部痛は大動脈緊急症に伴う「移動痛」として判

断し、直近基幹病院に「疑い症例」として収容可能となり、搬
送中も継続する左大腿部の激痛を訴えていた。（転帰：急性大
動脈解離A型、人工血管置換施行し生存退院）

【結果・考察】今回は傷病者の心電図に虚血性変化があり、問
診の結果と合わせて躊躇うことなく直近基幹病院を選定し
た。SANで示された観察シートは前提条件として胸背部痛
があるかを最初に問われる。以降、チェック項目に沿って進
み、直近の基幹病院又は連携病院を選定するが今回の症例で
は一つも当てはまるものはなかった。そのため、救命士が教
育を受ける疫学（危険因子）や合併症（意識障害・脳卒中症状・
関連痛）などのチェック項目を設けることにより、大動脈緊
急症を見落とす可能性を少しでも減らし傷病者の生命予後に
寄与すると考える。

【結語】大動脈緊急症の症状は多彩であり、現行の観察シー
トには当てはまらない症候がある。従って、救急隊員自身に
より観察シートを発展させることで、大動脈緊急症を見逃さ
ず適切な医療機関へ緊急搬送が可能になると思われた。
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O-20-7 嗄声により病態把握に苦慮した大動脈解離の一例

1）大牟田市消防本部、2）米の山病院、3）大牟田市立病院救急科

小川　巧1）、安波　和道2）、伊藤　貴彦3）、宇津　秀晃3）

【はじめに】急性大動脈解離は、胸背部痛や疼痛部位の移動、
血圧の左右差等の特徴的所見だけでなく多彩な症状を呈すこ
とから救急現場で判断に迷う疾患である。本例は、特異な現
場環境下で多彩な身体所見及び嗄声が出現しており、火災に
よる気道熱傷か大動脈解離による反回神経麻痺か病態把握に
苦慮した症例であり、文献的考察含めて報告する。

【症例】78歳女性　通報内容は姉が倒れている・意識はあるが
会話不可。救急隊接触時、発語あるが嗄声著明であった。背
部痛は接触時には消失していたが、嗄声は前日の夜、背部痛
出現後から急に発症。患者の口唇部には黒色物が付着してお
り、室内は暗くストーブがあり燃えた煤のような臭気がした
が、火災の有無は不明であった。全身観察にて、両下腿部に
Ⅰ度熱傷約9％を認めた。嗄声の原因が、気道熱傷によるも
のか大動脈解離による反回神経麻痺によるものか状況評価と
病態把握に苦慮し、搬送後の転院を考慮し管内2次医療機関
へ搬送を行った。その後、Stanford A型大動脈解離の診断で
管外3次医療機関へ転院搬送となった。

【考察】救急現場で、嗄声の原因は耳鼻科領域の疾患含めて
多岐にわたり、救急隊が急性発症に遭遇することは稀である。
本例の患者は術後、嗄声が消失しており急性大動脈解離によ

る可能性が考えられた。胸部大動脈瘤と嗄声の関連の文献は
多いものの、大動脈解離に関しては文献的な症例報告自体も
稀であり、発生率などの記載は無く、非常に稀な症例といえ
る。救急隊は、患者身体所見の観察技術は常日頃からトレー
ニングを積んでいるが、本例では急性、亜急性、慢性発症で
あるかの問診が重要であったと考察する。救急活動という限
られた時間の中で、決まった内容の問診ではなく、的を絞っ
た問診を行うには専門的な医学的知識が必要であり救急救命
士に必要なスキルである。このスキルは、身体所見だけでは
判断できないような症例でも、病態把握の一助となると考え
られた。

【結語】急性大動脈解離の随伴症状により嗄声を来したと考え
られる症例を経験した。救急隊は限られた救急活動の中で病
態に合わせた的を絞った問診技術の向上に努める必要がある。
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